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8-182　 三党連立政権合意書

◆小渕恵三内閣（自自公）
三党連立政権合意書

　自由民主党、自由党および公明党・改革クラブの三党派は、連立政権発足にあたり、次のと
おり合意した。
一 、三党派は、連立政権樹立にあたり、別紙の政治・政策課題につき合意を遂げたことを確認
する。
二、三党派は、連立内閣において前項合意事項について法律改正等を通じその実現を図る。
三、三党派は、次期総選挙においては、小選挙区の候補者調整を行う。

平成十一年十月四日
　　　　　自 由 民 主 党 総 裁
　　　　　内 閣 総 理 大 臣　　小渕恵三
　　　　　自 由 党 党 首　　小沢一郎
　　　　　公明党・改革クラブ代表　　神崎武法

〔別紙〕
三党連立政権政治・政策課題合意書

◎　経済
一 、景気回復に万全を期し、雇用の安定を図るため、第二次補正予算を含めた追加の経済対策
を早急に講ずる。
　　また、平成十二年度の予算編成、税制改正を通じ需要面からの下支えを継続する。
二 、経済新生のため構造改革を強力に推進することとし、次の諸点に重点を置く。
⑴　二十一世紀に向けた戦略的プロジェクトを内閣官房（内閣府）が中心となり、産学官共
同で推進する。
　　そのため、制度改革を進めるとともに、資金及び人的資源の集中的投入を図る。
⑵　成長分野での一層の規制緩和と制度改革を進め、通信料金の大幅引き下げ、福祉サービ
スの多様化等を実現する。
⑶　経済発展の原動力としての中小企業やベンチャーのための施策を推進する。
三 、二十一世紀初頭から、円のドル、ユーロと並ぶ国際通貨としての役割を高める方途を、デ
ノミネーションも含めて協議を開始する。
四 、国債の円滑な消化を図るため、国債多様化を協議する。

◎　社会保障
一 、高齢化社会での生活の安心を実現するため、まず、二〇〇五年を目途に、年金、介護、後
期高齢者医療を包括した総合的な枠組みを構築する。それに必要な財源の概ね二分の一を公
費負担とする。



　　基礎的社会保障の財政基盤を強化するとともに、負担の公平化を図るため、消費税を福祉
目的税に改め、その金額を基礎年金・高齢者医療・介護を始めとする社会保障経費の財源に
充てる。
二、当面は、
　① 介護については、平成十二年四月から新しい制度を円滑に実施するために、高齢者の負担
軽減、財政支援を含めた検討を急ぎ十月中の取りまとめを目指す。

　　その際、税、社会保険料全体としての家計負担への影響に配慮する。
　② 児童手当及び奨学制度の拡充等、少子化対策を進めるとともに、これとの関連で、所得課
税の諸控除の整理、税率の引き下げと簡素化について直ちに協議を開始する。

◎　安全保障
一 、わが国の緊急事態への対応
　　政府の進めてきた有事法制研究を踏まえ、
　① 第一分類、第二分類のうち早急に整備するものとして合意が得られる事項について立法化
を図る。

　② 右記①で当面、立法化の対象とならない事項及び第三分類についても、今後、所要の法整
備を行うことを前提に検討を進める。

二、領域警備
　　現行の法制度の下での対応を強化するとともに法整備を図る。
三、国際協力
　　わが国憲法の基本的考え方に則り、積極的に推進する。
⑴　外交努力とともに官民を通じた国際的な対話や交流を推進する。
⑵　PKOのうちPKF本体業務の凍結を解除するための法的措置を早急に講ずる。PKO訓練
センター等の誘致を図る。
⑶　PKO以外の国連活動については、人道面におけるわが国の役割をさらに強化するとと
もに、武力行使と一体化しない平和活動への参加・協力の道を開くため、速やかに所要の
法整備を図る。
⑷　現在の内外情勢を適切に反映した内容の「安全保障の基本方針」を策定する。

◎　政治行政改革
一、定数削減
⑴　衆議院議員の定数については五〇名の削減と、うち二〇名については次期総選挙におい
て比例代表選出議員を削減することを内容とする公職選挙法の改正を次期臨時国会冒頭に
おいて処理する。（比例区ブロック別定数は別紙）
⑵　残余の三〇名の削減については小選挙区定数などを中心に対処することとし、平成十二
年の国勢調査の結果により所要の法改正を行う。

二、企業団体献金の禁止措置
　　次期臨時国会開会までに、自由民主党において提案し協議のうえ結論を得るものとする。
三 、永住外国人地方選挙権附与について
　　衆議院倫理特委に継続審査中の「永住外国人に対する地方選挙権附与に関する法律案」の
うち、地方分権関連法成立に伴う修正等を行った法案を改めて 3党において議員提案し、成
立させる。
四、国会改革
⑴　国会活性化の新しいシステムが発足することを踏まえ、国会の事務局機能を強化するた
め、抜本改革の検討を開始し速やかに結論を得る。
⑵　「国会情報公開法」（仮称）を制定する。
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五、多選禁止
　　地方分権の健全な発展を確保するため、都道府県・政令市等の首長の多選を制限する。そ
の具体的方法については、今後協議する。
　　同時に首長の日常の行政執行が選挙運動的効果をもたらしていることに鑑み、選挙の公正
を期するため、立候補を一定期間制限する。
六、行政評価
　　行政改革を着実に進める観点から、客観的基準に基く政策評価を徹底する。
　　また、特殊法人・認可法人等のさらなる整理を進める。
七、地方分権推進
　　地方分権推進のため、補助金の統合化を一層進めるとともに、市町村合併を促進する見地
から財政上のインセンティブの強化を図る。

◎　教育・環境その他の重要事項
一、教育改革国民会議
　　青少年の人間形成を促すとともに、二十一世紀を支える有為の人材を育成する教育を実現
するため、多方面の有識者が参加する「教育改革国民会議」（仮称）を設け、学校制度・学
術研究体制も含めた教育の基本問題を幅広く検討し、結論を得られたものから順次、法整備
も含めて具体化してゆく。
二、循環型社会の構築
　　平成十二年度を「循環型社会元年」と位置づけ、基本的枠組みとしての法制定を図るとと
もに、予算、税制、金融面等において環境対策に重点的に配慮する。
三、人権擁護
　　国民の人権をより一層守る見地から、個人情報保護のための法整備を含めた包括的なシス
テムの整備や犯罪被害者救済の仕組みの改善等を図る。
四、住環境改善
　　住環境の改善を図るため、持家とともに民間及び公共の良質な賃貸住宅の供給を拡大する
ための方策を講ずる。

（別紙）比例区ブロック別定数
　　　　　　  現行 改正後
　　北海道　 　　九 八
　　東北　　 　十六 十四
　　北関東　 二十一 二〇
　　南関東　 二十三 二十一
　　東京　　 　十九 十七
　　北陸信越 　十三 十一
　　東海　　 二十三 二十一
　　近畿　　 三十三 三〇
（出所 ）服部龍二「連立政権合意文書」（『中央大学論集』第35号、2014年 2 月、中央大学出版

部）80-83ページ。



8-183　社会保障関係
平成11年10月

Ⅰ ．社会保険方式と税方式について
1 ．現行制度とその趣旨

○「救貧」／「公助」⇒「生活保護」
　趣旨： 生活保護制度は、生活困窮者に対して最抵限度の生活を保障する税財源による「救貧」制

度。
　制度： 保護の必要性を判断するため、資産・所得など、厳密な資力調査の後、保護基準との差額

を支給。

○「防貧」／「共助」⇒「社会保険」
　趣旨： 公的年金、医療保険、介護保険は、広く国民に所得やサービスを保障し、老齢や疾病など

により貧困に陥ることを防止する「防貧」制度。
　制度： 一定年齢に到達するなどの定型的な要件により、簡易な手続きで給付が行われる。

2．検討の視点
① 　税方式と社会保障の基本理念
○　税方式の場合、「自己責任、自助努力」を基本とする考え方と整合的ではないのではな
いか。
○　先進諸外国でも社会保険方式が一般的であることをどう考えるか。
○　税方式の場合、給付の性格が生活保護と類似のものに変質しかねないことについてどう
考えるか。

② 　給付と負担の緊張関係
○　社会保険方式の最大のメリットは「拠出なければ給付なし」、「財源なければ給付なし」。
税方式の場合には、この関係が成り立たないことをどう考えるのか。

③ 　消費税率への影響及び税・保険料を併せた国民負担全体のバランス
○　仮に消費税による税方式とすると、消費税率が大幅に上昇してしまうことについてどう
考えるか。
○　なお、その場合には将来の国民負担に占める消費課税のウェイトが著しく高くなり、バ
ランスを欠いた姿となることについてどう考えるか。
○　税方式の場合、社会保険料に係る事業主負担が軽減され、その分家計に転嫁されること
をどう考えるか。

　　（例 ）基礎年金を税方式とした場合、3.3兆円（10年度ベース）の事業主負担が家計部門に
転嫁され、負担増となる。

○　主要先進国においても高齢者給付について事業主負担を求めている中で、社会保障に係
る負担を国際的に特異なものとするということについてどう考えるか。

三党連立政権
　政治・政策課題合意書
 　　平成十一年十月四日
◎　社会保障
一、高齢化社会での生活の安心を実現するため、まず、二〇〇五年を目途に、年金、介護、後
期高齢者医療を包括した総合的な枠組みを構築する。それに必要な財源の概ね二分の一を
公費負担とする。

　　　基礎的社会保障の財政基盤を強化するとともに、負担の公平化を図るため、消費税を福
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祉目的税に改め、その金額を基礎年金・高齢者医療・介護を始めとする社会保障経費の財
源に充てる。

昭和63年度決算
（単位：兆円）
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平成11年度予算（当初）
（単位：兆円）
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税収の構成等について
一般会計における歳出と歳入のイメージ図

Ⅱ．介護保険制度
　 1 ．制度の基本的考え方
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【 介 護 保 険 制 度 】【 現 行 制 度 】

　介護保険制度は、高齢化の進展に伴って深刻化する介護問題に対応するため、介護サービス
の「普遍化」と「効率化」を目指すもの。
⑴　高齢者にも応分の負担を求めつつ、個人の自助・自立を基本とし、給付と負担の対応関



係の明確な社会保険料と、税財源との組合せにより、介護費用を社会全体で支える仕組み
を構築。

　　⇒　普遍的なサービスの提供。
　　　　 利用者の選択により、権利としてサービスを受給。
⑵　老人福祉（措置制度）、老人医療（医療保険）の縦割りの制度を統合。
　　⇒　 保健医療・福祉にわたる介護サービスを一元的に提供。
　　⇒　 一元的な手続き、共通の負担の導入により、社会的入院を縮小し、老人医療費の無駄

を排除。
⑶　保険制度のコストインセンティブにより、施設から在宅サービスヘ給付内容をシフト。
⑷　サービス水準、負担水準は、住民参加により、市町村が自主的に決定。
⑸　民間事業者の参入、民間保険等との組合せを可能にすることにより民間活力・市場メカ
ニズムを活用。

　 2 ．介護制度の財源を巡る議論
⑴　検討の視点
①　「税負担なき税方式」や「保険料負担なき保険方式」は、単なる負担の先送りとなる
のではないか。
②　給付と負担の「緊張関係」を確保することが不可欠ではないか。
③　給付の在り方とあわせて議論することが必要ではないか。
⑵ 　保険料の一定期間徴収凍結―以下のような指摘についてどう考えるか。
①　巨額の財源不足を生じる。
②　保険料負担なしにサービスを提供することは保険制度の趣旨に反するのではないか。
　　凍結期間経過後に、保険料負担を求めることは事実上困難となるのではないか。
③　新たに保険料負担を求めることとの見合いで予定されている介護サービス水準の向上
（在宅サービスの供給量を 2倍以上に拡大等）も実施することは困難ではないか。
④　なお、 2 兆円の負担増は誤解。新たな保険料負担は7,600億円（12年度）であり、介
護保険料は、全て介護サービスによる消費に充てられる。
　　介護保険の導入は、民間ビジネス・雇用の拡大、貯蓄の必要性を減らすことによる個
人消費の拡大をもたらし、経済や雇用にプラス効果を及ぼす。

⑶ 　税方式―以下のような指摘についてどう考えるか。
①　対象者やサービス水準が限定されるのではないか。
②　給付と負担が対応しないため、コスト・インセンティブを通じた施設から在宅サービ
スへのシフト等が図られないのではないか。
③　市町村が自主的にサービス水準、負担水準を決定することができず、地方分権が進ま
ないのではないか。
④　増大する介護費用を賄うための税財源の確保が必要。
⑷ 　在宅サービスのみの介護保険への移行
　　当面、在宅サービスのみを介護保険に移行し、施設サービスは現行通り、老人医療、措
置制度により対応することについては、以下のような指摘についてどう考えるか。
①　施設サービスは、医療・福祉の縦割りのままとなるため、介護サービスの一元化や社
会的入院の縮小が図られないのではないか。
②　施設サービスは介護保険料に影響しないため、施設偏重となるのではないか。
③　市町村、施設関係者等、これまで準備作業を積み重ねてきた関係者の間に混乱を生じ
るのではないか。
④　施設サービスを賄うための財源の確保が必要。
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　 3 ．介護保険制度の円滑な実施
⑴　検討の視点
　　介護保険制度の円滑な実施を図るための対応策については、市町村等の要望をも踏まえ
つつ、増大する介護費用の財源が安定的に確保されるとともに、制度の導入目的の着実な
達成が図られるように検討していくことが必要ではないか。

　　（参考 1  ）平成12年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について（平成11年 7 月
30日）

　　　　　「 なお、介護制度の円滑な実施のための対策に要する経費については、予算編成過
程で検討するものとする。」

　　（参考 2  ）与党合意（平成11年10月 4 日）
　　　　　「 介護については、平成12年 4 月から新しい制度を円滑に実施するために、高齢者

の負担の軽減、財政支援を含めた検討を急ぎ10月中の取りまとめを目指す。その際、
税、社会保険料全体としての家計負担への影響に配慮する。」

⑵　市町村等の主な要望と留意点
○　高齢者保険料が高額にならないよう配慮すべき。

　　　⇒ 　高齢者保険料を一定期間国費で大幅に軽減することを求める議論については、
　　　　・ 介護保険は、高齢者にも応分の負担を求めつつ、給付と負担の関係が明確な社会保

険方式により、介護費用を賄う仕組みを創設するもの、
　　　　・ 一定期間経過後、保険料負担が急増することになる、
　　　　・ サービス水準の向上は保険料財源の導入との見合いで予定されているもの、
　　　　・ 介護保険の費用負担の原則（保険料：国負担：地方負担＝ 2： 1： 1）
　　　　　 等を踏まえて検討する必要があるのではないか。
○　低所得者の負担が急増することがないようにすべき。

　　　⇒ 　新制度においては、既に、高齢者保険料は所得段階別に設定し、低所得者について
は、利用者負担、食費負担額も低く設定することとしていること等に留意する必要が
あるのではないか。

○　要介護認定の結果、介護保険の対象外となる在宅高齢者への生活支援対策を講ずるべ
き。
○　介護サービス基盤の整備を進めるべき。
○　医療保険者における現役保険料の徴収事務の円滑な遂行等が図られるようにすべき。

Ⅲ．児童手当
1 ．制度の経緯
　　昭和47年　児童手当制度の創設
　　　　　　　 義務教育終了前、第 3子以降を対象
　　昭和57年　 所得制限の強化、特例給付の実施
　　昭和61年　 小学校入学前、第 2子以降を対象
　　平成 4年　 3 歳未満に重点化、第 1子まで拡大、手当額増額
2．概算要求
　○　平成12年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について（平成11年 7 月30日）
　　 　「児童手当については、税制上の扶養控除制度と併せて、予算編成過程で検討するもの
とする。」

　　（参考）与党合意（平成11年10月 4 日）
　　　 　「児童手当及び奨学制度の拡充等、少子化対策を進めるとともに、これとの関連で、

所得課税の諸控除の整理、税率の引き下げと簡素化について直ちに協議を開始する。」



3 ．論点
　 　児童手当の在り方については、以下のような点に留意するとともに、税制上の扶養控除制
度と併せて検討する必要があるのではないか。
　⑴　制度の目的と効果
　　・ 　現行の児童手当制度は、「家庭における生活の安定」、「児童の健全育成及び資質の向

上」を自的としており、人口政策をねらいとするものではないとされていることについ
てどう考えるか。（児童手当法第 1条）

　　・ 　最近の出生率低下の原因は、未婚率の上昇であり、経済的負担の軽減より仕事と育児
の両立を図る施策を優先すべきとの意見があることについてどう考えるか。

　　・ 　少子化対策については、固定的な男女の役割分業や雇用慣行の是正、育児と仕事の両
立に向けた子育て支援をはじめとして、雇用、福祉、教育、住宅など様々な施策を総合
的に推進していくことが適当ではないか。

　　・ 　制度の趣旨、相当の公費負担があることから、所得制限は堅持すべきではないか。
　　　（参考）
　　　　○ 　「児童手当については、手当の支給が現金給付であることから、その施策の目的

に有効かどうか、あるいはそもそも必要かどうか疑問視する意見や、児童手当と保
育施策で政策目的が重なる部分があること等を総合的に考えて見直すべきとの考え
方もあり、今後の検討課題になっています。」（「財政制度審議会中間報告」平成 8
年 7月）

　　　　○　1980～1997年の出生率の低下 1.39 － 1.75 ＝ △0.36
　　　　　　　うち有配偶出生率の変化によるもの ＋0.19
　　　　　　　　　有配偶率の変化によるもの △0.55
　　　　○ 　夫婦の出生児数（結婚持続期間15～19年）は、出生率が低下した1970年代以降も

平均2.2人で安定して推移。
　　　　○ 　「出生率回復への効果という面では、経済的負担軽減措置よりも、仕事と育児を

両立させるための支援施策の方がはるかに有効であるとの意見もある。」（「少子化
に対する基本的な考え方」平成 9年10月人口問題審議会）

　　　　○ 　子育ての環境整備に関する意識調査では、経済的負担の軽減よりも、保育所の充
実等、就業と子育ての両立を図る施策の充実を望む意見が多い。（「社会保障の将来
像に関する調査」）

　　　　　・労働時間の短縮等 男 58.5％ 女 62.7％
　　　　　・育児休業制度の充実  50.3％  54.6％
　　　　　・ 出産・子育て後の再雇用制度  52.1％  43.8％
　　　　　・保育所の充実  39.0％  53.5％
　　　　　・ 児童手当等の経済的支援の充実  19.6％  11.9％
　⑵ 　給付費規模に見合う具体的財源確保
　　・ 　仮に、児童手当拡充の財源を借金で賄うならば、元利償還の負担を負うのは現在の子

供となってしまうのではないか。
　　・ 　現行制度においては、国、地方負担、事業主拠出金により給付を行っており、地域住

民の福祉、将来の労働力の育成に資するという観点から、相応の地方負担、事業主拠出
が必要ではないか。

　⑶ 　税制上の扶養控除制度との関係
　　・ 　児童手当と併せて検討される扶養控除については、基幹税たる個人所得課税の基本的

性格に照らし、将来的に人的控除を含む課税ベースについて、全体としてどういう姿が
適切であるか検討する中で、税率構造や課税方式のあり方とあわせて、幅広い観点から
十分に検討を行っていく必要があるのではないか。
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（参考）
税制上の措置 児童手当

アメリカ 人的控除あり 児童手当なし
イギリス 人的控除なし 児童手当あり
ド イ ツ 人的控除と児童手当（税額控除方式）の選択制
フランス 世帯単位課税（N分N乗） 児童手当あり

Ⅳ ．医療保険制度の見直しと医療のスリム化
1  ．医療保険制度の見直しを巡る経緯
　⑴　問題の所在
　　 　高齢化の進展、医療の高度化などにより老人医療費を中心として医療費の伸びは国民所
得の伸びを大きく上回っており、今後ともこの傾向が続くことが見込まれる。このまま推
移すると、現役世代を中心に医療費負担がますます過重となり、国民皆保険制度の崩壊を
招くことになりかねない。

　　 　こうした状況の下、薬価制度や高齢者医療制度の見直しを行い、無駄のない効率的な医
療を実現できる体制にしていくことが喫緊の課題。

（参考）近年における国民医療費、国民所得等の推移（対前年比、単位；％）
7年度 8年度 9年度 10年度（推計） 11年度（推計）

国民医療費 ＋4.5％ ＋5.8％ ＋1.9％ ＋0.2％ ＋3.0％
老人医療費 ＋9.3％ ＋9.1％ ＋5.7％ ＋2.7％ ＋6.2％
国民所得 ＋1.9％ ＋2.7％ ▲0.2％ ▲2.4％ ＋0.1％

　⑵　主な経過
　　・ 　平成 9年 6月、当面の保険財政の立て直しのための健康保険法等の改正法案が成立。
　　　［ 9年 9月改正の主な内容］

　・被用者保険の本人負担の引上げ； 2割 （⇦改正前； 1割）
　・老人医療における自己負担の引上げ
　　　入院； 1日　1,200円 （⇦改正前；710円）
　　　外来； 1日　  500円（ 1月 4回まで）（⇦改正前；1,020円（ 1月 1回））
　・薬剤一部負担の導入
　・政管健保の保険料の引上げ；8.5％ （⇦改正前；8.2％）

　　・ 　平成 9年 8月、与党医療保険制度改革協議会が「21世紀の国民医療」を発表し、医療
保険制度改革の基本的枠組みが提示。
（参考）「21世紀の国民医療」（与党協、平成 9年 8月）の概要
　○　診療報酬体系の見直し （慢性期等における定額払いの拡大等）
　○　薬価制度の見直し （日本型参照価格制度の導入）
　○　医療提供体制の見直し （急性期病床と慢性期病床の区分等）
　○　高齢者医療制度の見直し （定率患者負担の導入など）



　⑶　各分野の見直しのポイント等

見直しのポイント等

診療報酬体系の
見直し

①　老人慢性期医療等における診療報酬の包括化の推進
②　病室以外の療養環境等に対する特定療養費制度の拡充
③　医療機関間の連携（例；大病院と診療所）への評価の充実

薬価基準制度の
見直し

・　薬価差の解消
　　（⇦　多剤投与など、薬価差に起因する歪みの是正）
・　薬剤価格の適正化。より安価な薬剤の使用促進。

主な経緯など 11年 1 月　医福審制度企画部会「薬価給付のあり方について」
　　　　　（日本型参照価格制度の厚生省案「薬剤定価・給付基準額制」を提示）
　　 4月　自民党　医療基本問題調査会「薬価制度改革の方針」
　　　　　（「厚生省案」を白紙に戻して検討）

・ 　なお、現下の厳しい経済状況に鑑み、本年 7月から平成12年 3 月までの間、
医療機関にかかる機会の多い高齢者について、薬剤一部負担に係る臨時特例措
置が講じられる。

医療提供体制の
見直し

①　病床のあり方の見直し（急性期・慢性期病床を区分し規制）
②　医療における情報提供の推進（広告規制の緩和等）

高齢者医療制度
の見直し

①　高齢者の自己負担のあり方（定額制⇒定率制）
② 　老健〔老人保健〕拠出金制度の見直し（「突抜け方式」、「高齢者独立方式」、
「医療保険制度の統合一元化」等の検討）

2  ．平成12年度概算要求における医療費の概要等

　医療費12年度要求；▲4,828億円（12年度；67,525億円⇦11年度；72,353億円）

▲4,828億円 ＝3,401億円 人口の高齢化等
に伴う自然増等 －　8,230億円 介護保険導入

に伴う影響額

・ 　医療保険制度の見直しなど制度改革の影響については、現在、厚生省などにおいて具体的
内容の検討を行っているところであり（注）、現時点では具体的計数の形では盛り込まれて
いない。
　 　また、他に医療費に影響を及ぼす事項として診療報酬改定・薬価改定が考えられるが、そ
のいずれについても、現時点で内容が固まっているわけではなく、概算要求には織り込まれ
ていない。
　（注 ）医療保険制度の見直しなど制度改革については、本年 7 月29日に自民党・日医の間に

おいて、
　　 ○ 　薬剤一部負担制度を廃止する、
　　 ○ 　老人医療の自己負担について上限定額を設け、概ね 1割を超えない負担を求める、
　　 ○ 　薬価算定方式の見直し、高額医療の適正化、大病院の診療報酬の見直し等の措置の

実現を図る
　　  等を内容とする合意があったと報じられている。いずれにせよ、概算要求においては、

これらの問題も含め、全体として財政ニュートラルとされている。

660　　Ⅲ　予算



平成12年度　　661

3  ．平成12年度予算編成における諸論点
　⑴　医療費の効率化・適正化
　　 　診療報酬体系、薬価基準制度、高齢者医療制度及び医療提供体制の各分野で検討を積み
重ねてきた制度の見直し方策を、医療費の効率化・適正化の観点から、いかに具体化して
いくか。

　⑵　診療報酬改定等の取扱い
　　　最近の物価や人件費その他の医療経営を巡る環境をみると極めて落ち着いた状況にある。
　　 　平成12年度は 2年に 1度の診療報酬の改定年に当たるが、今後、医療経済実態調査や薬
価調査などの結果を踏まえ、診療報酬をこのような周囲の状況といかに整合的なものとし
ていくか。

　◎ 　自民党・日医合意（ 7 /29）について
　　（自民党医療基本・社会部会合同会合後の丹羽会長の記者レク時の発言）

現行制度 2000年 4 月以降

・高齢者の自己負担
　　外来　　 1回530円（ 4回まで）
　　入院　　 1日1,200円

「財源確保の必要性にかんがみ老人医療の自己負担を改
め、限度額を設けた上で、おおむね 1割を超えない負担
とする。」

・その他 「また、同様の観点から、老人の自己負担を見直すにと
どまらず、現役世代を含めた適切な改革措置の実現を図
ることとする。具体的には、薬価算定方式の見直し、高
額医療の適正化、大病院の診療報酬の見直しなどの改革
措置について、早急に結論を得て、その実現を図る。」

・薬剤定額負担 「まず、薬剤別途負担の取扱いであるが、これは従来か
ら方針を示してきたとおり、廃止することとする。」

　　12年度概算要求基準において医療保険制度改革は、全体として財政ニュートラル

全体として、
財政ニュートラル

「薬剤一部負担廃止」の影響（＋8,100億円（厚生省推計））

○「老人患者 1割負担」の影響
○ 「薬価算定方式の見直し、高額医療の適正化、大病院の診療報
酬等の改革措置」の影響



診療報酬の改定状況等
（単位：％）

年度 診療報酬
改 定 率

人勧
（引上率）

人勧
（期末手当等）

物価
（CPI）

薬価
（医療費ベース）

ネット
改定率

58 2.8 2.0 4.9月 1.9 ▲16.6
（▲ 5.1）

▲2.3

59 3.3 3.4 〃 2.2 ▲ 6.0
（▲ 2.1）

1.2

60 5.7 〃 1.9
61 2.3 2.3 〃 0.0 ▲ 5.1

（▲ 1.6）
0.7

62 1.5 〃 0.5
63 3.4 2.4 〃 0.8 ▲10.2

（▲ 2.9）
0.5

元 0.1 3.1 5.1月 0.6 　2.4
（　 0.7）

0.8

2 3.7 3.7 5.35月 3.3 ▲ 9.2
（▲ 2.7）

1.0

3 3.7 5.45月 2.8
4 5.0 2.9 〃 1.6 ▲ 8.1

（▲ 2.5）
2.5

5 1.9 5.3月 1.2
6 4.8 1.2 5.2月 0.4 ▲ 6.6

（▲ 2.1）
2.7

7 0.9 〃 ▲0.1
8 3.4 1.0 〃 0.4 ▲ 6.8

（▲ 2.6）
0.8

9 1.7 1.0 5.25月 0.5 ▲ 4.4
（▲ 1.3）

0.4

10 1.5 0.8 〃 0.2 ▲ 9.7
（▲ 2.8）

▲1.3

11 0.3 4.95月 0.1（見通し）

（注）本年度の人事院勧告は、年収ベースで戦後初めてのマイナス勧告

（消費税分2.3を除く）

（1.5は10月～）

（0.8は消費税） （消費税分1.5を除く）

12年度診療報酬改定については、実施の有無を含め、今後検討。

Ⅴ ．雇用保険制度の見直しについて
○ 　雇用保険制度（失業等給付）とは
　・ 　雇用保険制度（失業等給付）は、労使の雇用関係を前提に、一時的にその雇用関係から
外れた（＝離職）労働者が、再び雇用関係に入ろうとする意思能力を有するにもかかわら
ず就職できない場合（＝失業）に、必要な給付を行い、その生活の安定を図りつつ再就職
を援助しようというものである。

○　雇用保険財政の現状
　・ 　雇用保険受給者の急速な増加や、負担面の随時の引下げが行われる中で、平成 6年度以
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降、赤字が続いている。収支差は、積立金の取崩しで対応してきており、12年度末の積立
金残高見込は約0.2兆円となっている。

　・ 　このままの状況が続けば、13年度途中の給付に支障が生ずる可能性が高いことから、13
年度当初には、相応の収支改善措置の実施が必要な状況にある。

○ 　雇用保険制度の見直しの視点
　・ 　雇用保険の現在の収支状況や、少子・高齢化により大幅な収入増が見込めない状況を踏
まえ、給付と負担の両面からの見直しが不可欠である。

　　（参考 ）保険料率　1/1000当たりの年間保険料収入＝約1,600億円
　・ 　また、特に給付の見直しに当たっては、真に就職の緊要度の高い者への給付の重点化を
図る必要がある。

　（参考 ）年齢構成別の被保険者、受給者及び支給金額（平成10年度）

被保険者（万人） 受給者（万人） 支給金額（億円）

30歳未満 969（ 30％） 21（ 20％） 2,860（ 15％）
30歳以上45歳未満 1,069（ 33％） 19（ 18％） 3,260（ 17％）
45歳以上60歳未満 1,087（ 33％） 32（ 31％） 6,338（ 33％）
60歳以上65歳未満 133（　 4 ％） 32（ 31％） 6,660（ 35％）

計 3,258（100％） 104（100％） 19,058（100％）

雇用保険制度の概要及び予算規模（平成12年度要求）

保険料率 14.5/1,000
　　 5年度以降当分の間

11.5/1,000

2.2 兆円

積立金

三事業

求職者給付

就職促進給付

 教育訓練給付

雇用継続給付

高年齢雇用継続給付

育児休業給付

介護休業給付

一般求職者給付

高年齢求職者給付

短期雇用特例
求職者給付

日雇労働求職者給付

雇用安定事業（特定求職者雇用開発助成金、雇用調整助成金等）
能力開発事業（職業能力開発施設の設置運営等）
雇用福祉事業（労働者の就職、雇入れ等についての相談、援助等（財源）

・保険料（事業主のみ負担）
　料率 3.5/1,000
○国庫負担なし

（財源）
・保険料（労使折半）
　　　 1.3兆円
　料率 11/1,000
　　5年度以降当分
　の間 8/1,000
○国庫負担
　　0.3兆円

被保険者期間、年齢等により
90～300日分
（短時間受給資格者は90～210日分）

再就職手当、常用就職支度金等

教育訓練の受講費用の80％
相当額を支給
60歳以後の賃金額の25％
相当額を支給
育児休業取得前の賃金額の25％
相当額を支給
介護休業取得前の賃金額の25％
相当額を支給

65歳以上に対し、被保険者期間
により30～75日分
（短時間受給資格者は30～50日分）

季節労働者に50日分

失業のつど一日単位
0.3兆円

0.03兆円

0.2兆円

ピーク（ 5年度末） ９′ 10′ 11′ 12′（要求）
4.8兆円 3.9兆円 2.9兆円 1.8兆円 0.2兆円

△0.9兆円 △1.0兆円 △1.1兆円 △1.6兆円

2.4兆円

0.7兆円

剰
余
金
積
立
て

予
算
で
取
崩
し（
1.
6
兆
円
）

失業等給付

雇用保険

労働保険特別会計雇用勘定
3.9兆円

（予備費 0.2兆円等を含む）

一般会計
（労働省所管）
0.5兆円

特別繰入 0.3兆円
人件費等 0.2兆円

2.9兆円



失業等給付関係収支状況
（単位：億円）

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度
（予算）

12年度
（要求）

収 　　　　　 入 18,187 17,797 18,593 18,413 19,423 17,397 17,328 16,816
うち保険料収入 12,266 12,270 12,457 12,650 12,923 12,929 12,959 12,677
うち国庫負担金 2,810 2,672 3,374 3,273 4,388 3,078 3,095 3,442

支 　　　　　 出 16,126 17,996 20,221 21,358 23,203 27,018 29,161 32,421
差　引　剰　余 2,061 ▲199 ▲1,628 ▲2,945 ▲3,780 ▲9,621 ▲11,833 ▲15,605
積 立 金 残 高 47,527 47,328 45,700 42,755 38,975 29,354 17,521 1,916

参
考

完全失業率 2.5％ 2.9％ 3.2％ 3.4％ 3.4％ 4.1％ 4.7％ ―
受給者実人員 667千人 773千人 825千人 842千人 874千人 1,021千人 1,052千人 ―

（注 1）　 「支出」に掲げた額には、予備費（11年度　1,970億円、12年度　2,180億円）が歳出として計上されて
いる。

（注 2）　 完全失業率（季節調整値）及び受給者実人員は、暦年（ 1月～12月の平均）である。なお、11年度は、
1月～ 7月の平均である。

（出所 ）財政制度審議会制度改革・歳出合理化特別部会（第 2回）　平成11年10月13日配布資料
4「社会保障関係／（資料編）」（財政制度審議会「平成11年度　財政制度審議会資料集　
制度改革・歳出合理化特別部会編」201-218ページ）。
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平成12年度　　665

8-184　新府省所管・旧府省所管

新府省所管 旧府省所管

内閣府所管
　（組織）内閣本府
　（組織）北方対策本部
　（組織）国際平和協力本部
　（組織）沖縄総合事務局
　（組織）宮内庁
　（組織）警察庁
　（組織）防衛本庁
　（組織）防衛施設庁
　（組織）金融庁

総理府所管
　（組織）総理本府
　（組織）国際平和協力本部
　（組織）警察庁
　（組織）金融再生委員会
　（組織）金融監督庁
　（組織）金融庁
　（組織）宮内庁
　（組織）防衛本庁
　（組織）防衛施設庁
　（組織）経済企画庁
　（組織）沖縄開発庁

総務省所管
　（組織）総務本省
　（組織）通信総合研究所
　（組織）日本学術会議
　（組織）管区行政評価局
　（組織）総合通信局
　（組織）公正取引委員会
　（組織）公害等調整委員会
　（組織）消防庁

総理府所管
　（組織）日本学術会議
　（組織）公正取引委員会
　（組織）公害等調整委員会
　（組織）総務庁
郵政省所管
　（組織）郵政本省
　（組織）通信総合研究所
　（組織）地方電気通信監理局
自治省所管
　（組織）自治本省
　（組織）消防庁

財務省所管
　（組織）財務本省
　（組織）財務局
　（組織）税関
　（組織）国税庁

大蔵省所管
　（組織）大蔵本省
　（組織）財務局
　（組織）税関
　（組織）国税庁

文部科学省所管
　（組織）文部科学本省
　（組織）文部科学本省所轄機関
　（組織）文化庁

総理府所管
　（組織）科学技術庁
文部省所管
　（組織）文部本省
　（組織）文部本省所轄機関
　（組織）文化庁



新府省所管 旧府省所管

厚生労働省所管
　（組織）厚生労働本省
　（組織）厚生労働本省試験研究機関
　（組織）検疫所
　（組織）国立ハンセン病療養所
　（組織）国立更生援護機関
　（組織）中央労働委員会
　（組織）地方厚生局
　（組織）都道府県労働局

厚生省所管
　（組織）厚生本省
　（組織）厚生本省試験研究機関
　（組織）検疫所
　（組織）国立ハンセン病療養所
　（組織）国立更生援護機関
　（組織）地方医務局
　（組織）麻薬取締官事務所
労働省所管
　（組織）労働本省
　（組織）労働本省研究機関
　（組織）中央労働委員会
　（組織）労働官署

経済産業省所管
　（組織）経済産業本省
　（組織）製品評価技術センター
　（組織）産業技術総合研究所
　（組織）資源エネルギー庁
　（組織）原子力安全・保安院
　（組織）中小企業庁
　（組織）経済産業局
　（組織）鉱山保安監督官署

通商産業省所管
　（組織）通商産業本省
　（組織）製品評価技術センター
　（組織）工業技術院
　（組織）資源エネルギー庁
　（組織）中小企業庁
　（組織）通商産業局
　（組織）鉱山保安監督官署

国土交通省所管
　（組織）国土交通本省
　（組織）国土地理院
　（組織）国土交通本省試験研究機関
　（組織）国土交通本省教育機関
　（組織）地方整備局
　（組織）北海道開発局
　（組織）地方運輸局
　（組織）地方航空局
　（組織）船員労働委員会
　（組織）気象庁
　（組織）海上保安庁
　（組織）海難審判庁

総理府所管
　（組織）北海道開発庁
　（組織）国土庁
運輸省所管
　（組織）運輸本省
　（組織）運輸本省試験研究機関
　（組織）運輸本省教育機関
　（組織）地方運輸局
　（組織）港湾建設局
　（組織）地方航空局
　（組織）船員労働委員会
　（組織）海上保安庁
　（組織）海難審判庁
　（組織）気象庁
建設省所管
　（組織）建設本省
　（組織）国土地理院
　（組織）建設本省試験研究機関
　（組織）地方建設局

環境省所管
　（組織）環境省

総理府所管
　（組織）環境庁
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平成12年度　　667

8-185　 平成11年度の財政制度審議会の運営
について

平成11年10月 1 日

1 ．今後の運営方針
⑴　予算編成過程の透明性向上の観点から、
制度改革・歳出合理化特別部会において、
10月上旬に平成12年度予算要求の焦点や
予算編成上の問題点についての説明・審
議を行い、さらに11月に前回示した問題
点に対する考え方について説明・審議す
ることとする。
⑵　財政構造改革特別部会において、財政
運営・予算編成の透明性・アカウンタビ
リティ向上を図る観点からの施策の検討
として、諸外国の予算査定における政策
評価手法等の諸施策について調査・報告
することとする。
⑶　財投改革関連事項を法制部会において
審議することとする。
⑷　財政について各界各層の意見を幅広く
伺うための地方懇談会を広島及び福岡に
おいて開催することとする。
⑸　なお、審議会の公開性向上の観点から、
議事録を原則として公開することとする。

2．審議事項及び部会等の構成
⑴　総会においては、各部会からの報告等

必要な事項について審議するとともに、
平成12年度予算の編成に関する建議等を
行う。

⑵　平成11年度においては、次のとおり部
会を設置することとする。

審　議　事　項

企画部会
平成12年度予算の編成に関する
建議案、その他財政運営の基本
問題

法制部会 財政に関する法制上の諸問題

制度改革・
歳出合理化
特別部会

制度改革を中心とした歳出合理
化に関する諸問題

財政計画等
特別部会 財政計画等に関する諸問題

財政構造改
革特別部会

財政構造改革における中長期的
な諸問題

（出所 ）財政制度審議会総会（第 2 回）平成
11年10月 1 日配布資料 1（財政制度審
議会「平成11年度　財政制度審議会資
料集　総会・企画部会・法制部会・財
政計画等特別部会・財政構造改革特別
部会編」63ページ）。



8-
18
6　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

（
総
論
）

○
 　
現
下
の
経
済
情
勢
を
踏
ま
え
れ
ば
、
い
わ
ゆ
る
15
ヶ
月
予

算
の
考
え
方
の
下
で
編
成
さ
れ
る
平
成
12
年
度
予
算
に
つ
い

て
は
、
平
成
11
年
度
に
引
き
続
き
景
気
に
配
慮
し
た
も
の
と

す
る
こ
と
は
、
や
む
を
得
な
い
も
の
と
考
え
る
。

　
 　
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
引
き
続
き

大
幅
な
公
債
発
行
に
依
存
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
を
十
分
に

踏
ま
え
、
新
規
に
実
施
す
る
施
策
に
つ
い
て
は
、
そ
の
必
要

性
や
実
施
方
法
等
に
つ
い
て
精
査
す
る
と
と
も
に
、
既
存
の

制
度
・
施
策
に
つ
い
て
も
、
過
去
の
経
緯
に
と
ら
わ
れ
ず
に
、

そ
の
根
本
ま
で
遡
っ
た
見
直
し
を
行
い
、
限
ら
れ
た
財
政
資

金
の
よ
り
一
層
の
合
理
化
・
効
率
化
・
重
点
化
を
図
る
べ
き

で
あ
る
。

○
 　
公
債
残
高
の
累
増
が
後
年
度
に
残
す
弊
害
の
大
き
さ
を
考

え
れ
ば
、
景
気
に
配
慮
し
た
平
成
12
年
度
予
算
に
お
い
て
も
、

財
政
構
造
改
革
の
基
本
理
念
に
沿
っ
た
制
度
改
革
と
歳
出
合

理
化
に
果
断
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
公
債
発
行
額
を
出

来
る
だ
け
抑
制
す
べ
き
で
あ
る
。

◯
 　
平
成
12
年
度
予
算
は
、
緩
や
か
な
改
善
を
続
け
て
い
る
も
の
の
経
済
が
厳
し
い
状
況
を
な
お
脱
し
て
い
な
い
中
に
あ
っ
て
、
こ
れ
を
本

格
的
な
回
復
軌
道
に
繋
げ
て
い
く
た
め
、
経
済
運
営
に
万
全
を
期
す
と
の
観
点
に
立
っ
て
編
成
。

　
　
具
体
的
に
は
、

　
⑴
 　
公
共
事
業
に
つ
い
て
は
、
景
気
回
復
に
全
力
を
尽
く
す
と
の
観
点
に
立
っ
て
編
成
し
た
11
年
度
当
初
予
算
と
同
額
を
確
保
す
る
と
と

も
に
、
公
共
事
業
等
予
備
費
5,0
00
億
円
を
計
上
。

　
⑵
 　
金
融
面
に
お
い
て
、
金
融
シ
ス
テ
ム
安
定
化
・
預
金
者
保
護
を
図
る
た
め
、
預
金
保
険
機
構
の
保
有
す
る
交
付
国
債
の
償
還
財
源
と

し
て
4.5
兆
円
を
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
に
繰
入
。

◯
　
極
め
て
厳
し
い
財
政
状
況
に
鑑
み
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
経
費
の
一
層
合
理
化
・
効
率
化
・
重
点
化
を
図
っ
た
。

　
 　
具
体
的
に
は
、
一
般
歳
出
を
対
前
年
度
当
初
予
算
比
2.6
％
増
と
す
る
中
で
、
科
学
技
術
振
興
費
を
6.8
％
増
、
社
会
保
障
関
係
費
を

4.1
％
増
と
す
る
一
方
で
O
D
A
を
▲
0.2
％
減
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
を
▲
2.8
％
減
と
す
る
な
ど
、
メ
リ
ハ
リ
の
効
い
た
配
分
を
行
う
と
と

も
に
、
特
別
枠
の
活
用
に
よ
り
、
ミ
レ
ニ
ア
ム
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
3
分
野
（
情
報
化
・
高
齢
化
・
環
境
対
応
）
を
は
じ
め
と
し
て
物
流
効

率
化
な
ど
新
た
な
発
展
基
盤
の
構
築
を
目
指
し
て
、
重
点
的
・
効
率
的
な
配
分
を
実
施
。

◯
 　
こ
の
結
果
、
公
債
発
行
額
は
32
兆
6,1
00
億
円
に
の
ぼ
り
、
公
債
依
存
度
は
38
.4％
に
達
す
る
こ
と
と
な
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
我

が
国
経
済
を
本
格
的
な
回
復
軌
道
に
繋
げ
て
い
く
た
め
、
経
済
運
営
・
金
融
シ
ス
テ
ム
安
定
化
に
万
全
を
期
す
と
の
観
点
に
立
っ
て
の
も

の
。

　
　（
参
考
）
平
成
12
年
度
の
財
政
事
情

◯
　
公
債
依
存
度

11
年
度
当
初

11
年
度
補
②
後

12
年
度
当
初

37
.9％

43
.4％

38
.4％

（
参
考
 ）
仮
に
預
金
者
保
護
の
た
め
の
交
付
国
債
償
還
財
源
繰
入
（
11
’　
2.5
兆
円
、
12
’　
4.5
兆
円
）
を
除
い
た
場

合
の
公
債
依
存
度
を
計
算
す
る
と
、
11
年
度
当
初
36
.0％
、
12
年
度
当
初
34
.9％
。

◯
　
公
債
発
行
額
（
億
円
）

11
年
度
当
初

11
年
度
補
②
後

12
年
度
当
初

31
0,5
00

38
6,1
60

32
6,1
00

　
　（
注
）
 12
年
度
公
債
発
行
額
の
内
訳
 

 
建
設
公
債
　
9
兆
1,5
00
億
円
、
特
例
公
債
　
23
兆
4,6
00
億
円
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平成12年度　　669
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　「
情
報
通
信
、
科
学
技
術
、
環
境
等
経
済
新
生
特
別
枠
」

が
設
け
ら
れ
た
趣
旨
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
、
21
世
紀
に
向
け

て
真
に
必
要
な
分
野
・
事
業
へ
の
重
点
的
な
予
算
配
分
に
十

分
配
慮
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

◯
 　
平
成
12
年
度
概
算
要
求
に
当
た
っ
て
は
、
い
わ
ゆ
る
ミ
レ
ニ
ア
ム
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
は
じ
め
、
21
世
紀
に
向
け
、
我
が
国
経
済
を
新

生
さ
せ
る
た
め
に
特
に
資
す
る
施
策
に
特
段
の
予
算
配
分
を
行
う
こ
と
と
し
、「
情
報
通
信
、
科
学
技
術
、
環
境
等
経
済
新
生
特
別
枠
」

2,5
00
億
円
を
原
則
基
準
に
上
乗
せ
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
こ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
12
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
総
理
自
ら
が
施
策
の
優
先

度
合
い
に
つ
い
て
仕
分
け
を
行
い
、
重
点
的
・
効
率
的
な
配
分
を
実
現
。

「
情
報
通
信
、
科
学
技
術
、
環
境
等
経
済
新
生
特
別
枠
」
の
内
容

（
億
円
）

ミ
レ
ニ
ア
ム
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

1,2
06

主
　
　
な
　
　
施
　
　
策

情
報
化

◯
教
育
の
情
報
化

11
9

◯
電
子
政
府

99
◯
IT
21
の
推
進

15
2

高
齢
化

◯
ヒ
ト
ゲ
ノ
ム
、
イ
ネ
ゲ
ノ
ム

64
0

◯
高
齢
者
の
雇
用
就
労
を
可
能
と
す
る
経
済
社
会
の
調
査
研
究

13

環
境
対
応

◯
地
球
温
暖
化
防
止
の
た
め
の
次
世
代
技
術
の
開
発
・
導
入

40
◯
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
対
策
・
環
境
ホ
ル
モ
ン
対
策
・
リ
サ
イ
ク
ル
技
術

10
4

◯
循
環
型
経
済
社
会
構
築
の
た
め
の
調
査
研
究

8

提
案
公
募

◯
革
新
的
な
技
術
開
発
の
提
案
公
募

30

そ
　
の
　
他

1,2
94

主
　
　
な
　
　
施
　
　
策

◯
情
報
収
集
衛
星
シ
ス
テ
ム
の
開
発
等

40
5

◯
高
度
道
路
交
通
シ
ス
テ
ム
（
IT
S）

17
◯
地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
（
GI
S）

11
◯
対
人
地
雷
対
策
支
援
無
償
（
除
去
活
動
支
援
）
の
実
施

15
◯
地
球
環
境
の
戦
略
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

20

計
2,5
00



「
建
議
・
報
告
」
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け
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指
摘
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平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
社
会
保
障

⑴
　
児
童
手
当

　
児
童
手
当
に
つ
い
て
は
、
少
子
化
対
策
の
た
め
に
、
抜
本
的

に
拡
充
す
べ
き
と
の
意
見
が
あ
る
が
、
最
近
の
出
生
率
低
下
の

原
因
は
、
未
婚
率
の
上
昇
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
経
済
的
負
担
の

軽
減
の
少
子
化
に
対
す
る
歯
止
め
と
し
て
の
効
果
に
は
疑
問
が

あ
り
、
む
し
ろ
仕
事
と
育
児
の
両
立
を
図
る
施
策
を
優
先
す
べ

き
と
の
意
見
が
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
少
子
化

対
策
に
つ
い
て
は
、
固
定
的
な
男
女
の
役
割
分
業
や
雇
用
慣
行

の
是
正
に
よ
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進
、
育
児
と
仕
事
の
両
立

に
向
け
た
子
育
て
支
援
を
は
じ
め
と
し
て
、
雇
用
、
福
祉
、
教

育
、
住
宅
な
ど
様
々
な
施
策
を
総
合
的
に
推
進
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
、
少
子
化
対
策
全
体
の
在
り
方
や
税
制
上
の
扶
養
控
除

と
の
関
係
を
踏
ま
え
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　
ま
た
、
将
来
世
代
に
負
担
を
先
送
り
し
た
形
で
児
童
手
当
の

拡
充
を
行
う
こ
と
は
適
当
で
な
く
、
給
付
費
規
模
に
見
合
う
具

体
的
財
源
の
確
保
が
必
要
で
あ
る
。

◯
　
総
合
的
な
少
子
化
対
策
の
推
進

　
 　「
少
子
化
対
策
推
進
基
本
方
針
」（
11
年
12
月
17
日
　
少
子
化
対
策
推
進
関
係
閣
僚
会
議
）
を
踏
ま
え
て
、
雇
用
、
保
育
サ
ー
ビ
ス
、
教

育
、
住
宅
等
の
分
野
に
つ
い
て
、「
重
点
的
に
推
進
す
べ
き
少
子
化
対
策
の
具
体
的
実
施
計
画
」
を
策
定
（
厚
生
・
労
働
・
文
部
・
建
設
・

大
蔵
・
自
治
　
6
大
臣
合
意
）。

◯
　
児
童
手
当
の
見
直
し

　
 　
年
少
扶
養
控
除
の
見
直
し
等
に
よ
り
、
所
要
財
源
を
確
保
し
、
児
童
手
当
制
度
に
つ
い
て
以
下
の
見
直
し
を
実
施
。
併
せ
て
、
子
育
て

支
援
基
金
を
拡
充
。

　
⑴
　
児
童
手
当
の
見
直
し

　
・
　
支
給
対
象
年
齢
の
拡
大
　
　
　
現
行
3
歳
未
満
→
義
務
教
育
就
学
前
（
6
歳
到
達
後
最
初
の
年
度
末
）
ま
で

　
・
　
手
当
額
 

現
行
通
り
（
第
1
子
・
第
2
子
　
月
額
5,0
00
円
、
第
3
子
以
降
　
月
額
10
,00
0円
）

　
・
　
所
得
制
限
 

現
行
通
り

　
・
　
費
用
負
担
 

0
歳
～
3
歳
未
満
 

現
行
通
り

 
3
歳
～
義
務
教
育
就
学
前
　
　
　
国
　
2/
3、
地
方
　
1/
3、
公
務
員
 所
属
庁

　
・
　
実
施
時
期
 

12
年
6
月
実
施
、
10
月
支
給
。

　
・
　
追
加
所
要
額
 

約
1,4
80
億
円
（
満
年
度
ベ
ー
ス
　
約
2,1
70
億
円
）

 
児
童
手
当
給
付
費
国
庫
負
担
　
　
　
11
年
度
　
25
9億
円
→
12
年
度
　
1,1
74
億
円

　
⑵
　
年
少
扶
養
控
除
の
見
直
し

　
　
年
少
扶
養
控
除
（
年
齢
16
才
未
満
）
に
係
る
扶
養
控
除
の
額
の
割
増
（
10
万
円
加
算
）
の
特
例
の
廃
止
（
控
除
額
48
万
円
→
38
万
円
）。

　
　
増
収
額
　
約
2,0
30
億
円

　
⑶
　
子
育
て
支
援
基
金
の
拡
充

　
　
40
0億
円
を
増
資
（
現
行
90
0億
円
）

670　　Ⅲ　予算
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⑵
　
医
療

　
 　
医
療
に
つ
い
て
は
、
薬
価
制
度
や
高
齢
者
医
療
制
度
の
見

直
し
を
行
い
、
無
駄
の
な
い
効
率
的
な
医
療
を
実
現
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
具
体
的
に
は
、
以
下
の
諸
項
目
を
は
じ
め
と
す
る
見
直
し

を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
①
 　
現
行
の
薬
価
制
度
（「
R幅
方
式
」）
を
抜
本
的
に
見
直

し
、
多
剤
投
与
等
の
「
ゆ
が
み
」
の
原
因
と
な
っ
て
い
る

薬
価
差
を
縮
小
す
る
。

　
②
 　
高
齢
者
医
療
に
つ
い
て
、
医
療
費
の
少
な
く
と
も
1
割

を
目
途
に
患
者
負
担
を
求
め
、
高
齢
者
と
若
年
者
と
の
間

の
負
担
の
公
平
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
高
齢
者
の
医
療

に
対
す
る
コ
ス
ト
意
識
を
高
め
る
。

　
③
 　
診
療
報
酬
体
系
に
つ
い
て
、
病
状
の
安
定
し
た
慢
性
患

者
の
入
院
な
ど
に
つ
い
て
包
括
払
い
方
式
を
積
極
的
に
導

入
し
、
医
療
の
コ
ス
ト
削
減
の
誘
因
を
高
め
る
。

　
④
 　
医
療
提
供
体
制
に
つ
い
て
カ
ル
テ
開
示
の
推
進
等
医
療

に
お
け
る
情
報
提
供
の
推
進
を
図
る
と
と
も
に
、
急
性
期

病
床
と
慢
性
期
病
床
と
を
区
分
し
つ
つ
病
床
数
の
適
正
化

を
図
る
。

　
 　
ま
た
、
平
成
12
年
度
の
診
療
報
酬
改
定
に
つ
い
て
は
、
人

件
費
や
物
価
な
ど
医
療
経
営
を
巡
る
環
境
が
極
め
て
落
ち
つ

い
て
い
る
こ
と
や
医
療
保
険
財
政
が
厳
し
い
現
状
を
踏
ま
え

れ
ば
、
厳
に
抑
制
し
た
も
の
に
す
べ
き
で
あ
る
。

　
 　
な
お
、
平
成
9
年
度
の
健
保
法
改
正
で
導
入
さ
れ
た
薬
剤

一
部
負
担
制
度
に
つ
い
て
廃
止
を
求
め
る
主
張
が
あ
る
が
、

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
現
行
制
度
を
維
持
す
べ
き
で
あ
り
、
仮

に
廃
止
せ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
れ
に
代
わ

る
制
度
改
正
を
行
い
、
少
な
く
と
も
全
体
と
し
て
財
政
中
立

で
あ
る
必
要
が
あ
る
。

　
医
療
保
険
制
度
の
改
革
の
中
で
、
平
成
12
年
度
は
、
医
療
保
険
制
度
の
安
定
的
運
営
を
確
保
す
る
た
め
、
基
本
的
に
財
政
中
立
を
確
保
し

つ
つ
、
給
付
と
負
担
の
見
直
し
等
必
要
な
改
正
を
実
施
。

◯
　
薬
価
制
度
の
見
直
し

　
 　
平
成
12
年
度
に
お
い
て
は
、
R幅
を
薬
剤
流
通
の
安
定
化
の
た
め
の
調
整
幅
と
し
て
、
一
律
に
2
％
に
縮
小
す
る
と
と
も
に
、
平
成
14

年
度
ま
で
に
こ
れ
に
代
わ
る
新
た
な
薬
価
算
定
方
式
を
検
討
。

◯
　
医
療
保
険
制
度
・
老
人
保
健
制
度
に
お
け
る
給
付
と
負
担
の
見
直
し
（
平
成
12
年
7
月
実
施
予
定
）

　
⑴
　
一
部
負
担
金
の
見
直
し

　
　
・
入
院
　
1,2
00
円
／
日
　
→
　
定
率
1
割
負
担
制
　
※
月
額
上
限
有
り

　
　
　
　
※
月
額
上
限
　
　
一
般
 

37
,20
0円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
低
所
得
者
 

24
,60
0円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
低
所
得
者
か
つ
老
齢
福
祉
年
金
受
給
者
　
　
15
,00
0円

　
　
・
外
来
　
53
0円
／
回
（
月
4
回
ま
で
）　
→
　
定
率
1
割
負
担
制
　
※
月
額
上
限
＝
3,0
00
円

　
　
　
　
※
20
0床
以
上
の
病
院
の
場
合
、
月
額
上
限
＝
5,0
00
円

　
　
　
　
　
診
療
所
に
つ
い
て
は
、
定
率
負
担
と
定
額
負
担
の
選
択
制

　
⑵
　
高
額
医
療
費
の
見
直
し

　
　
・
一
般
　
　
　
　
　
　6
3,6
00
円
　
→
　
63
,60
0円
＋
（
医
療
費
－
31
8,0
00
円
）
×
1
％

　
　
・
上
位
所
得
者
※
　
12
1,8
00
円
＋
（
医
療
費
－
60
9,0
00
円
）
×
1
％

　
　
※
上
位
所
得
者
は
標
準
報
酬
月
額
56
万
円
以
上
の
者
及
び
同
程
度
以
上
の
者

　
⑶
　
入
院
時
食
事
療
養
費
に
係
る
標
準
負
担
額
の
見
直
し

　
　
・
一
般
　
　
　
　
76
0円
／
日
　
→
　
78
0円
／
日

　
　
※
低
所
得
者
に
つ
い
て
は
、
現
行
ど
お
り

◯
　
診
療
報
酬
体
系
の
見
直
し

　
　
高
齢
者
や
慢
性
疾
患
に
つ
い
て
段
階
的
に
包
括
化
を
拡
大
。

◯
　
医
療
提
供
体
制
の
見
直
し

　
　
現
在
、
関
係
審
議
会
等
に
お
い
て
検
討
中
。

◯
　
診
療
報
酬
改
定
（
平
成
12
年
4
月
実
施
予
定
）

　
　
実
質
　
　
0.2
％
　
　
　
　
　
薬
価
改
定
等
　
　
　
△
1.7
％

 
診
療
報
酬
改
定
 

1.9
％

◯
　
薬
剤
一
部
負
担
制
度

　
　
老
人
に
係
る
薬
剤
一
部
負
担
制
度
に
つ
い
て
老
人
保
健
制
度
の
給
付
と
負
担
の
見
直
し
の
中
で
廃
止
。
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⑶
　
雇
用
保
険

　
 　
雇
用
保
険
に
つ
い
て
は
、
近
年
の
深
刻
な
雇
用
・
失
業
情

勢
の
影
響
を
受
け
、
収
支
状
況
が
急
速
に
悪
化
し
て
い
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
か
つ
、
就
業
構
造
・
雇
用
の
流
動
化
に
対
応

す
る
た
め
、
そ
の
安
定
的
か
つ
効
率
的
な
運
営
を
確
保
す
る

観
点
か
ら
、
給
付
と
負
担
の
両
面
に
わ
た
る
制
度
改
革
が
必

要
で
あ
る
。

　
　
制
度
改
革
に
当
た
っ
て
は
、
以
下
の
視
点
が
必
要
で
あ
る
。

　
①
 　
雇
用
保
険
は
本
来
掛
け
捨
て
で
あ
る
と
い
う
原
点
に

戻
っ
て
、
高
齢
者
層
（
60
歳
以
上
65
歳
未
満
）
を
中
心
に

給
付
の
偏
り
が
み
ら
れ
る
現
行
の
給
付
日
数
や
給
付
日
額

等
を
見
直
し
、
給
付
総
額
の
縮
減
を
図
る
。

　
②
 　
自
発
的
失
業
と
非
自
発
的
失
業
の
区
分
と
い
っ
た
失
業

の
理
由
を
勘
案
し
、
給
付
の
必
要
度
に
応
じ
て
給
付
体
系

を
見
直
す
。

　
③
 　
全
体
の
給
付
縮
減
を
図
る
中
に
あ
っ
て
、
中
高
年
層

（
45
歳
以
上
60
歳
未
満
）
に
つ
い
て
は
、
若
年
層
（
30
歳

未
満
）
と
異
な
り
、
失
業
の
深
刻
度
が
高
い
こ
と
等
を
踏

ま
え
、
こ
の
層
に
対
し
て
給
付
の
重
点
化
を
図
る
一
方
、

若
年
層
に
つ
い
て
は
、
自
発
的
失
業
を
助
長
す
る
こ
と
の

な
い
よ
う
配
慮
す
る
。

　
④
 　
保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、
経
済
構
造
の
変
化
等
に
対
応

し
て
、
雇
用
保
険
の
安
定
的
運
営
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
給

付
削
減
と
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
よ
る
見
直
し
を
行
う
。

　
⑤
 　
国
庫
負
担
に
つ
い
て
は
、
保
険
料
率
の
見
直
し
を
踏
ま

え
つ
つ
、
雇
用
保
険
と
代
替
・
補
完
関
係
に
あ
る
雇
用
対

策
の
近
年
に
お
け
る
拡
充
等
も
勘
案
し
て
、
そ
の
在
り
方

を
検
討
す
る
。

◯
 　
労
働
保
険
特
別
会
計
（
雇
用
勘
定
）
へ
の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
厳
し
い
雇
用
失
業
情
勢
を
反
映
し
、
以
下
の
増
額
。

平
成
11
年
度
（
当
初
）

平
成
12
年
度
（
当
初
）

繰
入
額

3,1
04
億
円

3,3
63
億
円

◯
　
雇
用
保
険
制
度
の
改
革
に
つ
い
て
は
、
中
央
職
業
安
定
審
議
会
に
法
案
要
綱
を
諮
問
（
1
月
19
日
）。

　
 　
改
革
に
お
い
て
は
、
全
体
と
し
て
の
給
付
削
減
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
保
険
料
率
及
び
国
庫
負
担
率
の
引
上
げ
を
行
う
も
の
の
、
保
険

料
負
担
増
及
び
国
庫
負
担
増
を
抑
制
。

　
 　
な
お
、
育
児
・
介
護
休
業
給
付
の
給
付
率
の
引
上
げ
（
25
％
→
40
％
）
に
つ
い
て
は
、
12
年
度
（
13
年
1
月
）
施
行
の
予
定
。
そ
れ
以

外
の
改
正
に
つ
い
て
は
、
13
年
度
（
13
年
4
月
）
施
行
の
予
定
。

　（
参
考
）
法
案
要
綱
の
主
な
内
容

　
1
．
給
付
面

　
　
⑴
　
給
付
日
数
の
変
更
：
 離
職
前
か
ら
予
め
再
就
職
の
準
備
が
で
き
る
よ
う
な
者
に
対
す
る
給
付
日
数
を
圧
縮
す
る
と
と
も
に
、
倒
産
、

解
雇
等
に
よ
り
離
職
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
者
に
対
す
る
給
付
日
数
を
確
保
。

　
　
　（
参
考
）
改
正
前
後
の
給
付
日
数

　
　
　
　
 

　
　

　
　
⑵
　
育
児
・
介
護
休
業
給
付
：
育
児
・
介
護
休
業
給
付
の
給
付
率
を
現
行
の
25
％
か
ら
40
％
へ
引
き
上
げ
。

　
2
．
負
担
面

　
　
⑴
　
保
険
料
率
：
現
行
の
附
則
暫
定
措
置
（
8/
10
00
）
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
本
則
率
を
11
/1
00
0か
ら
12
/1
00
0へ
引
き
上
げ
。

　
　
⑵
　
国
庫
負
担
率
：
現
行
の
附
則
暫
定
措
置
（
14
％
）
を
廃
止
し
、
本
則
率
（
25
％
）
に
戻
す
。

［
現
行
］

被
保
健
者
期
間
1年
未
満
1～
5年

5～
10
年
10
～
20
年
20
年
以
上

30
歳
未
満

90
90

90
18
0

―
30
～
45
歳
未
満

90
90

18
0

21
0

21
0

45
～
60
歳
未
満

90
18
0

21
0

24
0

30
0

60
～
65
歳
未
満

90
24
0

30
0

30
0

30
0

（
注
 ）
現
行
で
は
、
上
記
の
給
付
日
数
に
加
え
、
個
別
延
長
給

付
（
特
に
再
就
職
が
困
難
な
者
に
対
す
る
60
日
の
延
長
給

付
）
が
あ
る
。

［
改
正
案
］

①
　
下
記
②
以
外
の
者

被
保
健
者
期
間
1年
未
満
1～
5年

5～
10
年
10
～
20
年
20
年
以
上

30
歳
未
満

90
90

12
0

15
0

―
30
～
45
歳
未
満

90
90

12
0

15
0

18
0

45
～
60
歳
未
満

90
90

12
0

15
0

18
0

60
～
65
歳
未
満

90
90

12
0

15
0

18
0

②
　
倒
産
、
解
雇
等
に
よ
り
離
職
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
者

被
保
健
者
期
間
1年
未
満
1～
5年

5～
10
年
10
～
20
年
20
年
以
上

30
歳
未
満

90
90

12
0

18
0

―
30
～
45
歳
未
満

90
90

18
0

21
0

24
0

45
～
60
歳
未
満

90
18
0

24
0

27
0

33
0

60
～
65
歳
未
満

90
15
0

18
0

21
0

24
0
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平成12年度　　673
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
公
共
事
業

○
 　
特
に
、
公
共
事
業
に
つ
い
て
は
、
景
気
回
復
に
全
力
を
尽

く
す
と
の
考
え
方
に
立
っ
て
編
成
し
た
平
成
11
年
度
当
初
予

算
と
同
額
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
そ
の
中
身
に

つ
い
て
は
、
配
分
重
点
化
枠
が
設
定
さ
れ
た
趣
旨
を
踏
ま
え
、

経
済
構
造
改
革
に
資
す
る
分
野
、
21
世
紀
の
発
展
基
盤
と
な

る
分
野
等
へ
の
重
点
化
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
要
求
内
容
の
厳

し
い
吟
味
を
行
っ
て
い
く
と
と
も
に
、
個
別
事
業
の
実
施
に

お
い
て
も
効
率
的
な
執
行
を
図
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

○
　
重
点
化
の
取
組
み

　
 　
平
成
12
年
度
予
算
の
編
成
に
当
た
っ
て
は
、「
経
済
新
生

特
別
枠
」
に
お
い
て
示
さ
れ
、
ま
た
、
21
世
紀
の
新
た
な
発

展
基
盤
と
考
え
ら
れ
る
、
①
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造

改
革
の
推
進
、
②
環
境
と
調
和
し
た
持
続
的
な
経
済
社
会
の

構
築
、
③
少
子
高
齢
化
社
会
等
に
対
応
し
た
街
づ
く
り
・
地

域
づ
く
り
、
④
高
度
情
報
通
信
社
会
の
基
盤
作
り
等
の
課
題

に
対
し
、
事
業
評
価
を
徹
底
し
た
上
で
予
算
配
分
の
重
点
化

を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

◯
　
政
策
課
題
に
対
応
し
た
重
点
化
の
推
進

　
　
 　
特
別
枠
設
置
の
趣
旨
等
を
踏
ま
え
、
新
た
な
発
展
基
盤
の
構
築
を
目
指
し
、
我
が
国
が
直
面
す
る
政
策
課
題
に
対
応
し
た
施
策
・
事

業
に
対
し
、
執
行
可
能
額
等
を
踏
ま
え
た
上
で
重
点
的
に
配
分
。（
別
紙
参
照
）

　
　
課
題
：
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革

　
　
　
　
　
→
　
国
際
ハ
ブ
空
港
・
ハ
ブ
港
湾
、
幹
線
道
路
網
の
整
備
等
に
重
点
。

　
　
課
題
：
環
境
と
調
和
の
と
れ
た
持
続
的
な
経
済
社
会
の
構
築

　
　
　
　
　
→
　
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
対
策
、
水
質
改
善
対
策
、
騒
音
対
策
、
地
球
温
暖
化
対
策
そ
の
他
環
境
保
全
・
改
善
対
策
に
重
点
。

　
　
課
題
：
少
子
高
齢
化
社
会
等
に
対
応
し
た
街
づ
く
り
・
地
域
づ
く
り

　
　
　
　
　
→
　
少
子
高
齢
化
対
応
の
施
設
整
備
、
快
適
性
・
利
便
性
の
向
上
、
安
全
対
策
等
に
重
点
。

　
　
課
題
：
高
度
情
報
通
信
社
会
の
基
盤
作
り

　
　
　
　
　
→
　
道
路
交
通
シ
ス
テ
ム
の
高
度
情
報
化
、
光
フ
ァ
イ
バ
ー
収
容
空
間
、
防
災
・
施
設
管
理
の
高
度
化
等
に
重
点
。

◯
　
事
業
区
分
別
の
対
前
年
度
増
減
の
状
況

治
山
・
治
水

＋
1.3
％

道
路
整
備

＋
2.7
％

港
湾
・
空
港
・
鉄
道
等

　
　（
交
通
基
盤
整
備
）

＋
6.2
％

住
宅
・
市
街
地

＋
4.0
％

下
水
道
・
環
境
衛
生
等

＋
0.9
％

農
業
・
農
村
整
備

＋
0.2
％

森
林
保
全
・
漁
港
等

　
　（
森
林
・
水
産
基
盤
整
備
）

＋
0.6
％



（別　紙）
政策課題に対応した公共事業の重点化

（単位：億円、％）
11年度 12年度 （伸率）

　物流効率化による経済構造改革の推進　
国際ハブ空港の整備
　・新東京国際空港 82 99 （ 20.0）
　・関西国際空港 386 465 （ 20.6）
　・中部国際空港 55 255 （ 363.7）
　・羽田空港沖合展開 649 606 （ ▲6.7）

国際ハブ港湾の整備
　・中枢国際港湾 544 557 （ 2.4）
　・中核国際港湾 395 384 （ ▲2.7）

幹線道路網の整備
　・国際物流拠点事業
　　（大都市拠点空港及び中枢港湾に関連する事業）

866 965 （ 11.4）

　・広域物流拠点事業
　　（拠点空港、中核港湾及び高規格幹線道路に関連する事業）

1,185 1,162 （ ▲1.9）

　環境と調和した持続的な経済社会の構築
ダイオキシン対策
　・ダイオキシン排出抑制対策廃棄物処理施設整備 780 900 （ 15.4）

水質改善対策
　・安全な飲料水確保のための緊急水質改善事業 52 67 （ 29.6）
　・河川・重要湖沼等における水質改善対策 371 395 （ 6.2）
　・水資源涵養、濁水防止のための水源林整備 573 576 （ 0.5）
　・用排水路等水質保全・水循環対策 327 328 （ 0.3）

騒音対策
　・沿道環境対策 288 322 （ 11.7）

地球温暖化防止対策
　・健全な森林の育成のための間伐等 304 409 （ 34.7）

その他環境保全・改善対策
　・水と緑のネットワーク再生事業 63 66 （ 4.7）
　・農村水辺環境の整備 137 161 （ 17.3）
　・有機性廃棄物等の資源循環による環境負荷軽減対策 86 106 （ 22.2）
　・藻場、干潟等水産資源の生息環境の保全・創造対策 279 285 （ 2.2）
　・廃棄物海面処分場の整備 130 135 （ 4.0）

　少子高齢化社会等に対応した街づくり・地域づくり
少子高齢化対応
　・幅広歩道等の整備 658 697 （ 5.9）
　・地方定住や都心居住に資する特定優良賃貸住宅の供給 203 216 （ 6.2）
　・高齢者向け優良賃貸住宅、生活支援サービス付き公営住宅
　　（シルバーハウジング）の供給

218 254 （ 16.5）

　・子育て支援施設を備えた公営住宅の整備 23 33 （ 42.9）
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平成12年度　　675

　★鉄道駅総合改善事業（移動円滑化施設整備） ― 14 （ 皆増）

快適性・利便性の向上
　・踏切道の改良（連続立体交差事業等） 638　 692 （ 8.4）
　★交通結節点改善事業 （106） 182 （ 71.1）
　★幹線鉄道等活性化事業（乗継円滑化） ― 0.3 （ 皆増）
　・電線共同溝・共同溝の整備 701　 784 （ 11.8）
　・ふるさとの下水道整備 1,389　 1,475 （ 6.2）
　・生活環境（集落排水等）・田園空間（親水公園等）の整備 1,788　 1,793 （ 0.3）
　・集落排水施設・集落道の整備等安全で快適な漁村づくり 214　 219 （ 2.2）

安全対策
　・床上浸水地区緊急解消対策 1,251　 1,320 （ 5.5）
　・スーパー堤防等の整備 295　 326 （ 10.4）
　・災害弱者関連緊急土砂災害対策 358　 426 （ 19.1）
　・防災公園等の整備 623　 660 （ 6.0）
　・地下空間・床上浸水緊急対策のための下水道整備 328　 387 （ 18.0）
　・密集住宅市街地整備促進事業 119　 125 （ 5.0）
　・混住化地域における水路・ため池改修 685　 728 （ 6.3）

　高度情報通信社会の基盤作り
道路交通システムの高度情報化
　・ITS研究開発・整備推進 115　 133 （ 15.2）
　・ETCの整備促進 488　 508 （ 4.1）

光ファイバー収容空間
　・情報BOX等の整備 433　 405 （ ▲6.4）
　・河川等管理用光ファイバー収容空間の整備 53　 55 （ 5.2）
　・下水道光ファイバー網の整備 59　 62 （ 5.0）

防災対応
　・山地災害等予知システムの整備  0.5　 1 （ 24.4）
　★土砂災害情報相互通報システムの整備 ― 50 （ 皆増）

施設管理の高度化等
　・水管理合理化のための情報通信システムの整備 10　 14 （ 46.1）
　・港湾諸手続の情報処理化 1　 1 （ 0.0）
　・漁場環境調査システムの整備 1　 2 （ 38.5）

（注） 1．12年度の計数については、実施計画の策定段階で異動を生じることがあり得る。
　　 2 ．★印は12年度の新規事業であり、11年度の（　）書きは同様の事業を集計したもの。
　　 3 ．11年度第 2次補正予算における情報BOX等の整備に係る予算額は839億円。

〈事業費〉



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
　
効
率
性
・
透
明
性
の
確
保

　
 　
費
用
対
効
果
分
析
に
対
す
る
信
頼
性
を
更
に
高
め
る
観
点

か
ら
、
需
要
予
測
等
に
つ
い
て
適
切
な
情
報
開
示
を
進
め
る

ほ
か
、
類
似
事
業
間
に
お
け
る
評
価
手
法
の
共
通
化
の
促
進
、

建
設
期
間
が
長
期
に
わ
た
る
事
業
に
係
る
便
益
の
計
測
手
法

の
見
直
し
等
の
改
善
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

　
 　
継
続
中
の
事
業
等
に
つ
い
て
も
、
財
政
資
金
の
効
率
的
使

用
等
の
観
点
か
ら
改
め
て
チ
ェ
ッ
ク
す
る
こ
と
は
重
要
で
あ

り
、
平
成
12
年
度
予
算
に
お
い
て
も
、
再
評
価
に
よ
り
引
き

続
き
事
業
の
見
直
し
を
厳
し
く
実
施
し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

こ
の
点
に
関
し
、
事
業
計
画
の
見
直
し
が
必
要
と
判
断
さ
れ

る
場
合
に
は
、
再
評
価
を
待
た
ず
に
見
直
し
等
を
行
え
る
シ

ス
テ
ム
も
導
入
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
の
意
見
が
あ
っ
た
。

　
 　
ま
た
、
事
後
評
価
に
つ
い
て
も
、
同
種
の
新
規
事
業
採
択

時
に
お
け
る
参
考
と
な
る
な
ど
、
公
共
事
業
全
体
に
と
っ
て

効
率
性
・
透
明
性
の
向
上
に
一
層
寄
与
す
る
と
考
え
ら
れ
る

こ
と
か
ら
、
適
切
な
評
価
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
が
適

当
で
あ
り
、
可
能
な
限
り
早
期
に
試
行
に
着
手
し
、
手
法
等

の
検
討
、
開
発
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

◯
　
12
年
度
事
業
に
お
け
る
新
た
な
中
止
・
休
止
事
業
等
（
合
計
23
事
業
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
→
　
事
業
費
削
減
効
果
　
　
約
24
5億
円
以
上

事
　
　
業
　
　
名

中
　
　
　
止

休
　
　
　
止

事
業
の
縮
小

ダ
　
　
　
　
　
　
ム

4
　
ダ
　
ム

港
　
　
　
　
　
　
湾

3
　
事
　
業

1
　
事
　
業

漁
　
　
　
　
　
　
港

6
　
事
　
業

国
営
か
ん
が
い
排
水

2
　
事
　
業

国
有
林
林
道

1
　
事
　
業

大
規
模
林
道

2
　
事
　
業

工
　
業
　
用
　
水

4
　
事
　
業

（
注
 ）
上
記
の
見
直
し
に
は
現
時
点
ま
で
に
再
評
価
を
終
了
し
て
い
る
も
の
に
加
え
、

再
評
価
の
対
象
で
は
な
い
が
事
業
の
必
要
性
等
の
見
直
し
を
行
っ
た
も
の
を
含

む
。
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平成12年度　　677
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

3
．
文
部
・
科
学
技
術

⑴
　
国
立
学
校
特
別
会
計

　
①
 　
第
三
者
機
関
に
よ
る
国
立
大
学
等
の
評
価
体
制
の
整
備

に
つ
い
て

　
　
 　
第
三
者
機
関
に
よ
る
大
学
評
価
体
制
を
整
備
す
る
場
合
、

外
部
の
有
識
者
の
参
加
を
求
め
る
こ
と
、
各
種
の
評
価
の

役
割
を
明
確
に
す
る
こ
と
、
評
価
の
意
義
を
高
め
る
た
め

評
価
の
内
容
に
つ
い
て
も
将
来
的
に
は
そ
の
結
果
を
予
算

配
分
に
も
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
も
の
に
す

る
こ
と
、
に
留
意
し
つ
つ
、
組
織
に
つ
い
て
は
必
要
最
小

限
の
も
の
と
す
る
な
ど
の
対
応
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
学
位
授
与
機
構
を
改
組
し
、
大
学
評
価
・
学
位
授
与
機
構
（
仮
称
）
を
創
設
。

　
　
外
部
の
有
識
者
の
参
加
に
つ
い
て
予
算
措
置
。

　
　
定
員
増
に
つ
い
て
は
、
大
部
分
を
振
替
に
よ
る
な
ど
極
力
抑
制
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
単
位
：
人
）

　
　
　
　
　
　
　
教
　
官
　
そ
の
他
職
員
 
　
計

 
△
11
 

△
69
 
△
80
（
振
替
）

　
12
年
度
定
員
　
 

25
 

69
 
　
94

　
②
 　
大
学
院
の
重
点
整
備
を
推
進
し
、
高
度
専
門
職
業
人
の

養
成
な
ど
を
図
る
こ
と
に
つ
い
て

　
　
 　
国
立
大
学
の
大
学
院
の
重
点
整
備
に
つ
い
て
は
、
様
々

な
考
え
方
が
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
社
会
的
ニ
ー
ズ
に

応
じ
て
、
一
部
の
国
立
大
学
に
つ
い
て
は
、
高
度
専
門
職

業
人
養
成
の
た
め
に
大
学
院
レ
ベ
ル
の
高
度
な
教
育
を
提

供
し
て
い
く
こ
と
の
意
義
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　
　
 　
た
だ
し
、
個
別
の
案
件
に
つ
い
て
は
、
そ
の
具
体
的
な

内
容
に
応
じ
、
ケ
ー
ス
・
バ
イ
・
ケ
ー
ス
で
、
必
要
性
の

有
無
な
ど
の
検
討
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
高
度
専
門
職
業
人
の
養
成
を
図
る
た
め
の
専
門
大
学
院
と
し
て
、
次
の
2
大
学
に
新
設
。

△
5（
既
設
講
座
か
ら
振
替
）

一
橋
大
学

国
際
企
業
戦
略
研
究
科
経
営
・
金
融
専
攻

40
人（
修
士
）
教
職
員
定
員

　
7

△
18
（
社
会
医
学
系
専
攻
の

京
都
大
学

医
　
学
　
研
　
究
　
科
社
会
健
康
医
学
系
専
攻
22
人（
修
士
）
教
職
員
定
員
　
21
　
廃
止
等
か
ら
振
替
）

　
　
 　
ま
た
、
そ
の
際
、
国
立
大
学
全
体
と
し
て
の
組
織
の
膨

張
と
な
ら
な
い
よ
う
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド

の
原
則
を
基
本
と
す
る
必
要
が
あ
る
と
と
も
に
、
今
後
と

も
、
大
学
院
の
整
備
を
検
討
す
る
際
に
は
、
横
並
び
的
な

発
想
は
止
め
、
各
大
学
の
特
色
を
活
か
し
た
も
の
と
す
る

必
要
が
あ
る
。

◯
　
国
立
学
校
特
別
会
計
の
定
員
に
つ
い
て
は
、
極
力
抑
制
。

（
教
職
員
定
員
）

（
入
学
定
員
） 

（
単
位
：
人
）

11
年
度

12
年
度

11
年
度

12
年
度

定
員
削
減

△
80
1

△
80
1

大
学
院

2,4
44

2,3
40

新
規
増
員

66
2

54
2

大
学
学
部

△
2,6
27

△
2,6
02

ネ
ッ
ト
計

△
13
9

△
25
9

ネ
ッ
ト
計

 △
 1
83
 
△
 2
62



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

　
③
　
財
務
基
盤
の
充
実
に
つ
い
て

　
　
 　
我
が
国
に
お
い
て
は
国
立
大
学
に
対
し
て
相
当
大
き
な

財
政
負
担
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
、
高
等
教
育
を
受
け
る

こ
と
は
そ
の
本
人
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
が
大
き
い
こ
と
、

な
ど
を
勘
案
す
れ
ば
、
国
立
大
学
の
授
業
料
等
の
学
生
納

付
金
に
つ
い
て
は
、
受
益
者
負
担
の
適
正
化
及
び
自
己
財

源
の
充
実
の
観
点
か
ら
、
私
立
大
学
と
の
格
差
の
実
態

（
私
立
大
学
に
お
い
て
は
、
施
設
設
備
費
も
徴
し
て
い
る
）

を
踏
ま
え
、
こ
れ
を
是
正
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

◯
　
国
立
大
学
等
の
授
業
料
に
つ
い
て
は
、
平
成
13
年
度
か
ら
の
授
業
料
を
改
定
し
、
平
成
13
年
度
以
降
の
入
学
者
に
適
用
。

　
　（
増
収
効
果
　
12
年
度
　
約
14
億
円
、　
13
年
度
　
約
96
億
円
）

　（
大
学
学
部
：
昼
間
部
）

　
　
現
　
行
　
　
47
8,8
00
円
　
　
→
　
　
改
定
後
　
　
49
6,8
00
円
（
＋
18
,00
0円
、
＋
3.8
％
）

　（
参
　
考
）

9
年
度

10
年
度

11
年
度

12
年
度

13
年
度

国
立
大
学

46
9,2
00
―
→

47
8,8
00
―
→

49
6,8
00

私
立
大
学

75
7,1
58

77
0,0
24

78
3,2
98
―

―
比
　
　
率

1.6
1

1.6
4

1.6
4
―

―

　
④
 　
国
立
学
校
特
別
会
計
の
財
務
内
容
等
の
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー

ジ
ャ
ー
の
推
進
に
つ
い
て

　
　
 　
国
立
学
校
特
別
会
計
全
体
に
つ
い
て
の
バ
ラ
ン
ス
・

シ
ー
ト
の
作
成
の
検
討
を
進
め
る
な
ど
、
今
後
、
更
に
、

財
務
内
容
等
の
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
の
推
進
に
努
め
る

必
要
が
あ
る
。

◯
　
現
在
、
国
立
学
校
特
別
会
計
の
バ
ラ
ン
ス
・
シ
ー
ト
の
作
成
な
ど
を
検
討
中
。
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「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
科
学
技
術

　
①
 　
科
学
技
術
振
興
費
の
分
野
別
の
配
分
の
在
り
方
に
つ
い

て
　
　
 　
科
学
技
術
振
興
費
の
分
野
別
の
配
分
に
つ
い
て
は
、
そ

の
有
効
活
用
を
図
る
た
め
、
時
代
の
要
請
に
応
じ
、
弾
力

的
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
12
年
度
の
科
学
技
術
振
興
費
と
そ
の
分
野
別
配
分

　
・
　
予
算
額
　
10
,18
3億
円
（
対
前
年
度
比
　
6.8
％
増
）

　
　
　（
う
ち
、「
情
報
通
信
、
科
学
技
術
、
環
境
等
経
済
新
生
特
別
枠
」
に
よ
る
予
算
額
　
77
1億
円
）

　
・
 　
科
学
技
術
の
発
展
可
能
性
、
期
待
さ
れ
る
経
済
的
・
社
会
的
効
果
な
ど
を
考
慮
し
て
、「
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
」、
「
情
報
科
学
・
電

子
工
学
」、
「
地
球
科
学
及
び
環
境
」
等
の
分
野
に
配
慮
す
る
な
ど
、
資
金
配
分
を
重
点
化
。

（
主
要
分
野
の
科
学
技
術
振
興
費
）
11
年
度

12
年
度

ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス

1,6
11
億
円

1,9
57
億
円
（
＋
21
.5％
）

情
報
科
学
・
電
子
工
学

29
7億
円

35
0億
円
（
＋
18
.0％
）

地
球
科
学
及
び
環
境

55
7億
円

6.3
7億
円
（
＋
14
.4％
）

分
野
横
断
的
な
資
金

3,2
85
億
円

3,5
20
億
円
（
＋
 7
.1％
）

そ
の
他
の
分
野

1,8
98
億
円

1,9
18
億
円
（
＋
 1
.0％
）

宇
宙

1,8
83
億
円

1,8
01
億
円
（
△
 4
.4％
）

合
計

9,5
31
億
円

10
,18
3億
円
（
＋
 6
.8％
）

　
②
 　
科
学
技
術
関
係
の
研
究
費
の
効
果
的
活
用
の
在
り
方
に

つ
い
て

　
　
 　
研
究
費
を
よ
り
効
果
的
に
活
用
す
る
た
め
に
、
従
来
か

ら
行
わ
れ
て
き
た
こ
と
で
あ
る
が
、
以
下
の
よ
う
な
対
応

を
よ
り
積
極
的
に
進
め
、
そ
の
実
効
性
を
一
層
高
め
る
よ

う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
　
イ
．
 研
究
の
一
層
の
活
性
化
の
た
め
、
競
争
的
配
分
の
行

わ
れ
る
資
金
の
充
実
を
図
る
。

　
　
ロ
．
 そ
の
際
、
可
能
性
の
高
い
若
手
研
究
者
へ
の
研
究
費

配
分
に
も
留
意
す
る
。

　
　
ハ
．
 研
究
に
際
し
て
は
、
省
庁
間
及
び
、
産
学
官
の
共
同

研
究
・
連
携
が
十
分
行
わ
れ
る
よ
う
一
層
配
意
す
る
。

◯
　
科
学
技
術
関
係
の
研
究
費
の
効
果
的
活
用

　
イ
．
研
究
の
競
争
的
環
境
を
強
化
す
る
た
め
、
競
争
的
資
金
を
拡
充 1
1年
度

12
年
度

競
争
的
資
金

2,6
13
億
円

2,9
38
億
円

（
＋
12
.4％
）

　
う
ち
、
科
学
研
究
費
補
助
金
（
文
部
省
）

1,3
14
億
円

1,4
19
億
円

（
＋
 8
.0％
）

　
　
　
　
科
学
技
術
振
興
調
整
費
（
科
技
庁
）

30
2億
円

32
4億
円

（
＋
 7
.3％
）

　
　
　
　
特
殊
法
人
に
よ
る
基
礎
研
究
推
進
事
業

　
　
　
　（
科
技
庁
、
文
部
省
等
7
省
庁
）

70
1億
円

85
3億
円

（
＋
21
.7％
）

　
ロ
．
優
れ
た
若
手
研
究
者
の
能
力
を
活
か
す
た
め
の
施
策
を
拡
充
11
年
度

12
年
度

若
手
向
け
競
争
的
資
金
（
競
争
的
資
金
の
一
部
）

16
9億
円

29
2億
円

（
＋
73
.3％
）

ポ
ス
ト
ド
ク
タ
ー
等
一
万
人
支
援
計
画

10
,18
7人

10
,59
6人

（
＋
 4
.0％
）

　
　
ニ
．
 研
究
内
容
の
改
善
及
び
研
究
費
の
適
切
な
配
分
に
資

す
る
た
め
、
研
究
に
つ
い
て
、
事
前
・
中
間
・
事
後

の
各
段
階
に
お
け
る
評
価
の
充
実
を
図
る
。

　
ハ
．
研
究
分
野
・
制
度
の
重
複
の
排
除
、
省
庁
間
及
び
産
学
官
の
共
同
・
連
携
の
促
進

　
　
　
省
庁
間
連
携
に
よ
る
主
な
研
究
開
発
分
野
・
制
度
　
34
分
野

　
　
　
　
　
　（
11
年
度
に
比
べ
て
「
発
生
・
分
化
・
再
生
」、
「
若
手
研
究
者
活
用
」
等
の
6
分
野
・
制
度
で
新
た
に
連
携
）

　
ニ
．
事
前
・
中
間
・
事
後
の
外
部
評
価
の
実
施
と
評
価
結
果
の
公
表
等
研
究
開
発
評
価
の
推
進

　
　
 　
各
省
庁
に
お
い
て
、
評
価
体
制
の
整
備
は
ほ
ぼ
完
了
（
10
、
11
年
度
の
実
績
を
踏
ま
え
、
よ
り
効
果
的
な
研
究
開
発
評
価
を
実
施
す

る
方
針
）。



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
．
防
衛

　
 　
我
が
国
の
防
衛
力
整
備
は
、「
平
成
8
年
度
以
降
に
係
る

防
衛
計
画
の
大
綱
」
及
び
「
中
期
防
衛
力
整
備
計
画
（
平
成

8
年
度
か
ら
平
成
12
年
度
、
平
成
9
年
12
月
減
額
修
正
）」

に
基
づ
き
行
わ
れ
て
い
る
が
、
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、

益
々
深
刻
さ
を
増
し
て
い
る
我
が
国
の
財
政
事
情
等
を
踏
ま

え
、
あ
ら
ゆ
る
経
費
・
施
策
に
わ
た
っ
て
効
率
化
・
合
理
化

を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
特
に
以
下
の
点
に
留
意
す
べ
き
と

考
え
ら
れ
る
。

◯
 　
平
成
12
年
度
の
防
衛
関
係
費
は
、
総
額
で
4
兆
9,3
58
億
円
、
対
前
年
度
＋
0.1
％
と
ほ
ぼ
横
ば
い
。
SA
CO
関
係
経
費
を
除
く
ベ
ー
ス

で
は
4
兆
9,2
18
億
円
、
対
前
年
度
＋
0.0
％
。

（
億
円
）

区
　
　
　
　
　
分

11
年
度

12
年
度

増
▲
減

防
衛
関
係
費

49
,32
2

49
,35
8

＋
36
（
＋
0.1
％
）

除
く
SA
CO
関
係
経
費

49
,20
1

49
,21
8

＋
17
（
＋
0.0
％
）

　
①
 　
後
年
度
負
担
の
抑
制
に
引
き
続
き
取
り
組
む
こ
と
が
肝

要
で
あ
り
、
と
り
わ
け
正
面
装
備
品
は
そ
の
殆
ど
が
翌
年

度
以
降
歳
出
化
さ
れ
予
算
の
硬
直
化
要
因
と
な
る
ば
か
り

で
な
く
、
後
方
支
援
部
門
の
経
費
の
増
加
に
も
つ
な
が
る

こ
と
か
ら
、「
中
期
防
」
に
お
け
る
計
画
的
な
防
衛
力
整

備
の
基
本
的
考
え
方
を
踏
ま
え
つ
つ
、
正
面
契
約
額
に
つ

い
て
極
力
そ
の
抑
制
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

◯
　
正
面
契
約

（
億
円
、
％
）

8
年
度

対
前
年
度

9
年
度

対
前
年
度

10
年
度

対
前
年
度

11
年
度

対
前
年
度

12
年
度

対
前
年
度

（
＋
1.2
）

（
＋
0.7
）

（
▲
5.1
）

（
▲
0.2
）

（
▲
3.1
）

8,3
52

＋
10
2

8,4
10

＋
58

7,9
80

▲
43
0

7,9
65

▲
15

7,7
20

▲
24
5

◯
　
後
年
度
負
担
（
除
く
SA
CO
関
係
経
費
）

・
後
年
度
負
担
の
伸
率
の
推
移

3’
4’

5’
6’

7’
8’

9’
10
’

11
’

12
’

総
　
　
額

▲
　2
.2％

▲
　0
.7％

＋
0.1
％

＋
1.5
％

＋
　2
.9％

＋
2.3
％

＋
2.9
％

▲
1.3
％

▲
1.6
％

▲
2.0
％

　
新
　
規

▲
　4
.9％

＋
　3
.6％

＋
3.4
％

＋
3.3
％

▲
　1
.7％

＋
3.0
％

＋
2.2
％

▲
7.8
％

＋
1.7
％

▲
1.4
％

　
　
正
面

▲
16
.2％

▲
　3
.7％

＋
2.1
％

＋
0.9
％

▲
　6
.1％

＋
1.6
％

＋
1.0
％

▲
5.2
％

＋
0.3
％

▲
3.1
％

　
　
後
方

＋
11
.8％

＋
11
.5％

＋
4.7
％

＋
5.5
％

＋
　2
.1％

＋
4.1
％

＋
3.2
％

▲
9.7
％

＋
2.8
％

▲
0.0
％

　
既
　
定

＋
　1
.7％

▲
　6
.5％

▲
4.8
％

▲
1.4
％

＋
11
.0％

＋
1.3
％

＋
4.0
％

＋
8.4
％

▲
5.8
％

▲
2.9
％

・
後
年
度
負
担
の
内
訳
 

（
億
円
、
％
）

区
　
分

11
年
度

対
前
年
度

12
年
度

対
前
年
度

 （
▲
 1
.6）

 （
▲
 2
.0）

総
　
　
額

30
,43
1

▲
48
3

29
,81
9

▲
61
3

　
新
　
規

17
,76
3

＋
29
7

17
,51
8

▲
24
5

　
　
正
面

7,8
63

＋
27

7,6
22

▲
24
1

　
　
後
方

9,9
00

＋
27
0

9,8
96

▲
　
4

　
既
　
定

12
,66
8

▲
78
0

12
,30
1

▲
36
7
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平成12年度　　681
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

　
②
 　
防
衛
関
係
費
の
4
割
強
を
占
め
る
人
件
費
に
つ
い
て
、

中
長
期
的
観
点
か
ら
そ
の
抑
制
及
び
平
準
化
を
図
る
必
要

が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
防
衛
力
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
に
向
け

常
備
自
衛
官
定
数
の
削
減
を
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

実
員
に
つ
い
て
も
全
般
的
に
抑
制
、
削
減
の
前
倒
し
を
図

る
こ
と
や
、
新
規
採
用
数
に
つ
い
て
抑
制
を
図
る
必
要
が

あ
る
。
ま
た
、
自
衛
官
の
処
遇
改
善
を
図
り
つ
つ
、
若
年

定
年
退
職
者
給
付
金
等
の
支
給
方
法
を
見
直
す
こ
と
も
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
基
幹
部
隊
の
改
編
等
と
常
備
自
衛
官
定
数
の
削
減

　
 　
陸
上
自
衛
隊
の
基
幹
部
隊
の
見
直
し
［
第
12
師
団
の
旅
団
化
改
編
（
約
7
千
人
⇒
約
4
千
人
）］
等
に
よ
り
、
常
備
自
衛
官
定
数
を
前

年
度
に
比
べ
3,8
79
人
削
減
（
17
1,2
62
⇒
16
7,3
83
人
）。

◯
　
自
衛
官
若
年
定
年
退
職
者
給
付
金
等
の
見
直
し

　
 　
自
衛
官
若
年
定
年
退
職
者
給
付
金
の
支
給
方
法
の
見
直
し
及
び
職
種
別
の
定
年
延
長
に
つ
い
て
検
討
し
た
が
、
関
係
部
局
と
の
調
整
が

つ
か
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
12
年
度
予
算
に
は
盛
り
込
ま
ず
、
引
き
続
き
検
討
。

　
③
 　
一
般
物
件
費
の
う
ち
、
在
日
米
軍
駐
留
経
費
を
含
む
基

地
対
策
経
費
に
つ
い
て
、
財
政
事
情
を
勘
案
し
、
整
備
率

の
上
昇
に
合
わ
せ
そ
の
整
備
ペ
ー
ス
を
抑
制
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

◯
　
在
日
米
軍
駐
留
経
費
の
抑
制

　
 　
在
日
米
軍
駐
留
経
費
（
い
わ
ゆ
る
「
思
い
や
り
予
算
」）
の
う
ち
提
供
施
設
整
備
に
つ
い
て
、
初
め
て
、
財
政
事
情
を
理
由
と
し
て
概

算
要
求
額
か
ら
削
減
［
対
概
算
要
求
▲
25
億
円
。
83
4億
円
⇒
80
9億
円
（
契
約
ベ
ー
ス
）］
。

11
年
度

12
年
度

在
日
米
軍
駐
留
経
費
（
契
約
ベ
ー
ス
）

2,6
78
億
円

⇒
2,6
03
億
円
（
▲
75
億
円
、
▲
2.8
％
）

（
歳
出
ベ
ー
ス
）

2,7
56
億
円

⇒
2,7
55
億
円
（
▲
 2
億
円
、
▲
0.1
％
）

　
うち
提
供
施
設
整
備
（
契
約
ベ
ー
ス
）

85
6億
円

⇒
80
9億
円
（
▲
46
億
円
、
▲
5.4
％
）

（
歳
出
ベ
ー
ス
）

93
4億
円

⇒
96
1億
円
（
＋
27
億
円
、
＋
2.9
％
）

　
　
　
労
務
費

1,5
03
億
円

⇒
1,4
93
億
円
（
▲
10
億
円
、
▲
0.7
％
）

　
　
　
光
熱
水
料
費

31
6億
円

⇒
29
8億
円
（
▲
19
億
円
、
▲
5.9
％
）

　
　
　
訓
練
移
転
費

4億
円

⇒
4億
円
（
▲
 0
億
円
、
▲
8.1
％
）

　
④
 　
防
衛
装
備
品
の
調
達
に
関
し
て
は
、
取
得
改
革
を
更
に

推
進
す
る
た
め
、
競
争
状
態
に
な
い
等
一
定
の
要
件
に
当

て
は
ま
る
装
備
品
等
の
単
価
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
、

平
成
11
年
度
か
ら
平
成
13
年
度
ま
で
の
3
年
間
で
10
％
低

減
す
る
と
の
目
標
に
向
け
て
、
平
成
12
年
度
は
3
％
の
単

価
引
下
げ
が
織
り
込
ま
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
と
同
時
に
、

競
争
原
理
が
十
分
に
機
能
す
る
よ
う
、
調
達
の
よ
り
一
層

の
透
明
性
・
公
正
性
の
徹
底
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
防
衛
装
備
品
の
単
価
引
下
げ

　
 　
一
定
の
要
件
に
当
て
は
ま
る
装
備
品
等
の
単
価
に
つ
い
て
、
平
成
11
年
度
の
4
％
に
続
き
、
12
年
度
予
算
に
お
い
て
は
更
に
3
％
の
単

価
引
下
げ
を
織
り
込
み
。
こ
の
結
果
、
取
得
改
革
が
な
か
っ
た
場
合
に
比
較
し
、
契
約
ベ
ー
ス
で
約
29
0億
円
の
コ
ス
ト
削
減
。

◯
　
防
衛
調
達
の
適
正
化

　
 　
部
外
者
有
識
者
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
体
制
と
し
て
防
衛
調
達
審
査
会
（
仮
称
）
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
契
約
工
数
を
マ
ク
ロ
的
に

チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
の
工
数
集
計
シ
ス
テ
ム
の
整
備
等
を
行
う
た
め
、
防
衛
調
達
適
正
化
経
費
と
し
て
4.4
億
円
（
前
年
度
比
約
2.1
億
円

増
）
を
計
上
。



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

5
．
政
府
開
発
援
助

⑴
 　
我
が
国
の
国
際
貢
献
の
柱
の
一
つ
で
あ
る
政
府
開
発
援
助

（
O
D
A
）
に
つ
い
て
は
、
供
与
実
績
が
8
年
連
続
で
世
界
一

と
な
る
な
ど
、
既
に
高
い
水
準
に
達
し
て
い
る
。
財
政
事
情

が
深
刻
な
も
の
と
な
る
中
で
、
今
後
と
も
、
我
が
国
が
国
際

貢
献
を
適
切
に
果
た
し
て
い
く
た
め
に
は
、
O
D
A
に
つ
い
て
、

よ
り
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
事
業
を
実
施
し
て
い
く
こ
と
、

及
び
国
民
に
十
分
な
説
明
責
任
を
果
た
し
て
い
く
こ
と
に
よ

り
、
幅
広
い
国
民
の
理
解
と
支
持
を
得
る
こ
と
が
重
要
で
あ

る
。
そ
の
た
め
に
は
、
O
D
A
事
業
に
つ
い
て
の
評
価
を
拡

充
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
評
価
結
果
を
積
極
的
に
公
開
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

⑵
 　
こ
う
し
た
趣
旨
を
踏
ま
え
、
O
D
A
事
業
の
実
施
に
当

た
っ
て
は
、
以
下
の
具
体
的
方
策
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

　
①
 　
こ
れ
ま
で
の
事
後
評
価
に
加
え
て
、
事
前
・
中
間
評
価

を
行
う
こ
と
と
し
、
事
前
か
ら
事
後
ま
で
の
一
貫
し
た
評

価
プ
ロ
セ
ス
の
導
入
を
図
る
。

　
②
 　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
活
用
に
よ
り
評
価
結
果
を
積
極

的
か
つ
迅
速
に
公
開
す
る
な
ど
、
情
報
公
開
を
一
層
促
進

す
る
。

　
③
 　
費
用
対
効
果
分
析
等
の
定
量
的
手
法
を
可
能
な
範
囲
で

積
極
的
に
導
入
す
る
こ
と
、
評
価
に
当
た
っ
て
第
三
者
を

活
用
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
評
価
の
客
観
性
を
高
め
る
。

◯
 　
O
D
A
予
算
に
つ
い
て
は
、
円
高
の
進
展
を
適
切
に
織
り
込
み
つ
つ
、
評
価
拡
充
等
の
実
施
体
制
強
化
、
顔
の
見
え
る
援
助
の
推
進
等

に
よ
り
、
O
D
A
を
よ
り
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
も
の
と
す
る
と
の
方
針
で
編
成
を
行
い
、
10
,46
6億
円
（
対
前
年
度
比
▲
0.2
％
）
を
計
上
。

◯
　
評
価
制
度
の
拡
充

　
　
　
・
平
成
12
年
度
か
ら
幾
つ
か
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
事
前
評
価
を
開
始

　
　
　
・
第
三
者
評
価
の
拡
充

　
　
　
・
定
量
的
手
法
の
可
能
な
範
囲
で
の
積
極
的
導
入

　
　
　
・
評
価
に
関
す
る
研
究
の
促
進

◯
　
情
報
公
開
の
促
進

　
　
民
間
モ
ニ
タ
ー
の
増
員
（
47
名
→
10
4名
）、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
拡
充
な
ど
、
情
報
公
開
の
一
層
の
促
進
。
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平成12年度　　683
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

6
．
農
業

　
 　
農
林
水
産
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
38
年
ぶ
り
に
基
本
法

（
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
）
の
改
正
が
行
わ
れ
た
状
況

の
中
で
、
今
後
一
層
、
担
い
手
に
施
策
を
集
中
し
、
市
場
原

理
、
競
争
条
件
の
導
入
を
図
る
こ
と
等
に
よ
り
、
更
に
重
点

的
、
効
率
的
な
も
の
と
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

◯
　
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
を
踏
ま
え
、
既
存
の
予
算
を
大
幅
に
見
直
し
、
次
の
よ
う
な
施
策
を
推
進
。

　
⑴
　
食
料
自
給
率
向
上
の
観
点
か
ら
麦
・
大
豆
関
係
予
算
等
の
見
直
し
（
後
述
）

　
⑵
　
市
場
原
理
を
重
視
す
る
観
点
か
ら
の
農
産
物
価
格
政
策
の
見
直
し
と
経
営
安
定
対
策
の
導
入

　
　
・
　
麦
作
経
営
安
定
資
金
を
創
設
（
79
7.0
億
円
）

　
　
・
　
大
豆
の
不
足
払
い
制
度
を
見
直
す
と
と
も
に
、
経
営
安
定
対
策
を
創
設
（
15
6.9
億
円
）

　
⑶
 　
担
い
手
の
育
成
・
発
展
を
図
る
た
め
ソ
フ
ト
事
業
と
施
設
整
備
等
を
一
体
的
に
推
進
す
る
総
合
メ
ニ
ュ
ー
事
業
の
創
設
（
経
営
構
造

対
策
事
業
21
7.1
億
円
）

　
⑷
　
中
山
間
地
域
に
お
け
る
直
接
支
払
い
の
導
入
（
後
述
）

⑴
 　
農
産
物
価
格
政
策
の
見
直
し
に
沿
っ
た
米
政
策
の
推
進

　
　
米
に
つ
い
て
は
、

　
　
・
 　
平
成
12
年
産
政
府
買
入
米
価
に
つ
い
て
、
算
定
ル
ー

ル
ど
お
り
に
引
下
げ
（
▲
2.7
％
）、

　
　
・
 　
需
給
計
画
を
上
回
る
平
成
11
年
産
米
（
17
万
ト
　
　
ン
）
を

生
産
者
団
体
が
飼
料
用
米
と
し
て
主
体
的
に
処
理
す
る

こ
と
に
伴
う
政
府
助
成
額
に
つ
い
て
は
、
現
行
に
お
い

て
自
主
流
通
米
の
調
整
保
管
へ
政
府
と
し
て
助
成
し
て

い
る
経
費
と
仮
に
翌
年
以
降
の
生
産
調
整
に
よ
り
対
応

し
た
場
合
に
要
す
る
経
費
の
合
計
額
（
90
億
円
）
と
決

定
し
た
、

　
 と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
後
と
も
適
切
な
対
応
を
行
っ
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

◯
 　
コ
メ
に
つ
い
て
は
、
左
記
の
決
定
等
に
基
づ
き
、
国
内
米
買
入
費
、
生
産
数
量
の
計
画
オ
ー
バ
ー
分
を
飼
料
用
に
処
理
す
る
こ
と
へ
の

一
部
助
成
に
要
す
る
経
費
等
、
所
要
の
予
算
を
計
上
。

　
 　
ま
た
、
食
糧
管
理
特
別
会
計
の
収
支
は
極
め
て
厳
し
い
状

況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
更
に
政
策
的
な
経
費
を
見
直
す
と
と

も
に
、
農
産
物
検
査
の
民
営
化
や
麦
の
民
間
流
通
へ
の
移
行

等
に
応
じ
て
管
理
経
費
の
縮
減
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
食
糧
管
理
特
会
に
つ
い
て
は
、
更
な
る
経
費
の
節
減
を
図
っ
た
と
こ
ろ
。

　
　（
国
内
米
管
理
勘
定
・
管
理
経
費
（
11
年
度
）
32
02
億
円
→
（
12
年
度
）
28
28
億
円
）



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
 　
食
料
自
給
率
向
上
の
観
点
か
ら
の
麦
・
大
豆
施
策
等
の
見

直
し

　
 　
米
の
生
産
調
整
助
成
金
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
麦
・
大
豆

等
の
本
格
的
な
生
産
を
誘
導
す
る
シ
ス
テ
ム
に
大
幅
に
改
組

す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
こ
の
制
度
の

下
で
交
付
さ
れ
る
助
成
金
の
水
準
が
市
場
価
格
に
基
づ
く
作

物
の
売
上
高
を
大
き
く
上
回
る
こ
と
等
を
勘
案
す
れ
ば
、
今

後
、
生
産
性
の
向
上
等
を
通
じ
、
助
成
金
か
ら
の
脱
却
を

図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
ま
た
、
水
田
を
中
心
と
し
て
麦
・
大
豆
等
の
生
産
に
本
格

的
に
取
り
組
む
た
め
に
必
要
な
設
備
整
備
や
技
術
対
策
等
に

つ
い
て
は
、
対
象
を
主
産
地
と
な
り
得
る
可
能
性
の
高
い
地

域
に
限
定
し
て
い
く
等
、
精
査
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

　
 　
な
お
、
食
料
自
給
率
（
カ
ロ
リ
ー
・
ベ
ー
ス
）
に
つ
い
て

は
、
昭
和
40
年
度
に
73
％
で
あ
っ
た
も
の
が
、
平
成
9
年
度

に
は
41
％
に
落
ち
込
む
に
至
っ
た
こ
と
等
か
ら
、
様
々
な
議

論
が
な
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
自
給
率
に
つ
い
て

は
、
消
費
者
の
嗜
好
の
変
化
に
よ
り
大
き
な
影
響
を
受
け
る

も
の
で
あ
る
こ
と
や
、
そ
の
向
上
の
た
め
に
生
産
面
で
主
導

的
な
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
麦
・
大
豆
の

自
給
率
に
占
め
る
割
合
は
41
％
中
2
％
程
度
に
過
ぎ
な
い
こ

と
な
ど
の
実
態
を
踏
ま
え
た
議
論
が
行
わ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
食
料
自
給
率
向
上
の
観
点
か
ら
麦
・
大
豆
関
係
予
算
等
の
見
直
し
（
85
7.5
億
円
の
一
部
）

　
・
　
主
産
地
形
成
に
向
け
て
地
域
ぐ
る
み
で
策
定
す
る
水
田
農
業
振
興
計
画
の
下
で
、

　
　
　
①
　
作
付
け
団
地
化
又
は
土
地
利
用
の
担
い
手
へ
の
集
積

　
　
　
②
　
地
域
の
気
象
条
件
等
踏
ま
え
た
基
本
的
な
栽
培
技
術
の
実
施

　
　
等
の
要
件
を
満
た
し
て
麦
・
大
豆
等
の
本
格
的
生
産
に
取
り
組
む
農
業
者
を
支
援
。

　
　
 　
作
付
け
の
団
地
化
、
土
地
利
用
の
担
い
手
へ
の
集
積
要
件
に
つ
い
て
は
、
段
階
的
に
向
上
を
図
る
こ
と
と
し
、
ま
た
、
こ
の
助
成
シ

ス
テ
ム
全
体
を
5
年
ご
と
に
見
直
し
を
実
施
。

　
・
　
ま
た
、
設
備
整
備
等
の
対
象
地
域
に
つ
い
て
も
、
団
地
化
や
土
地
利
用
の
担
い
手
へ
の
集
積
等
の
一
定
の
要
件
を
設
定
。

⑶
　
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
い
の
導
入
に
つ
い
て

　
 　
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
い
の
導
入
に
あ
た
っ
て
は
、
財

源
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
、

　
・
　
中
山
間
地
域
農
業
の
生
産
性
向
上
を
図
る
も
の
か
、

　
・
 　
中
山
間
地
域
以
外
の
草
地
や
特
認
地
域
等
に
つ
い
て
、

適
切
な
内
容
か
、

　
・
 　
地
域
に
お
け
る
担
い
手
が
育
っ
て
き
た
段
階
で
、
本
補

助
金
依
存
か
ら
の
脱
却
が
図
ら
れ
る
も
の
か
、

　
と
い
っ
た
点
に
つ
い
て
十
分
な
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

◯
 　
中
山
間
地
域
等
に
お
け
る
耕
作
放
棄
を
防
止
し
、
多
面
的
機
能
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
直
接
支
払
（
国
費
33
0億
円
）
を
予
算
措
置
。

こ
の
制
度
の
導
入
に
あ
た
っ
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
対
応
を
実
施
。

　
①
 　
直
接
支
払
の
対
象
と
な
る
農
業
者
は
、
生
産
性
の
向
上
、
担
い
手
の
定
着
に
関
す
る
目
標
等
に
つ
き
協
定
を
締
結
す
る
と
と
も
に
、

市
町
村
等
は
、
そ
の
実
施
状
況
等
に
つ
き
毎
年
公
表
。

　
②
 　
地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
た
対
応
を
可
能
と
す
る
た
め
、
国
の
負
担
割
合
の
抑
制
等
の
歯
止
め
を
設
け
た
う
え
で
、
一
定
限
度
で
都
道

府
県
知
事
が
定
め
る
特
認
地
域
を
設
置
。

　
③
 　
中
山
間
地
域
農
業
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
の
変
化
、
上
記
①
の
協
定
に
よ
る
目
標
達
成
に
向
け
て
の
取
り
組
み
を
反
映
し
た
農
地
の
維

持
・
管
理
の
全
体
的
な
実
施
状
況
等
を
踏
ま
え
、
5
年
後
に
制
度
全
体
の
見
直
し
を
実
施
。
ま
た
必
要
が
あ
れ
ば
3
年
後
に
所
要
の
見

直
し
を
実
施
。
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平成12年度　　685
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

7
．
運
輸
―
新
幹
線
鉄
道
整
備
事
業
費
―

　
 　
整
備
新
幹
線
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
基
本
的
枠
組
み

の
下
で
効
率
的
な
整
備
が
図
ら
れ
る
べ
き
も
の
と
考
え
る
。

　
　
な
お
、
未
着
工
区
間
の
着
工
等
に
つ
い
て
は
、

　
①
 　
現
行
ス
キ
ー
ム
は
、
想
定
さ
れ
る
財
源
の
範
囲
内
で
着

工
区
間
を
定
め
、
概
ね
20
年
間
で
完
成
さ
せ
る
前
提
で
作

ら
れ
て
お
り
、
未
着
工
区
間
の
着
工
等
を
行
う
た
め
に
は
、

そ
の
た
め
の
新
た
な
財
源
が
必
要
と
な
る
こ
と
、

　
②
 　
未
着
工
区
間
の
着
工
に
あ
た
っ
て
は
、
収
支
採
算
性
、

並
行
在
来
線
の
経
営
分
離
、
JR
の
同
意
等
の
基
本
条
件

に
つ
い
て
、
確
認
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
、

　
 か
ら
、
安
定
的
な
新
た
な
財
源
の
確
保
等
が
な
さ
れ
な
い
限

り
、
こ
れ
を
認
め
る
こ
と
は
適
切
で
な
い
も
の
と
考
え
る
。

◯
 　
整
備
新
幹
線
に
つ
い
て
は
、
平
成
12
年
度
予
算
に
お
い
て
、
公
共
事
業
関
係
費
を
35
2億
円
（
対
前
年
度
当
初
予
算
比
＋
11
％
）［
事
業

費
ベ
ー
ス
1,6
95
億
円
］
計
上
。
8
年
末
の
政
府
・
与
党
合
意
を
は
じ
め
、
こ
れ
ま
で
積
み
重
ね
ら
れ
て
き
た
基
本
的
枠
組
み
を
前
提
と

し
て
既
着
工
区
間
及
び
新
規
着
工
区
間
を
対
象
に
措
置
。

◯
 　
な
お
、
昨
年
、
与
党
に
お
い
て
新
幹
線
の
整
備
促
進
を
め
ぐ
る
議
論
が
な
さ
れ
て
き
た
と
こ
ろ
、
昨
年
末
、
自
民
党
政
調
会
長
か
ら
、

政
府
に
対
し
「
12
年
度
予
算
の
成
立
後
、
政
府
与
党
か
ら
な
る
検
討
委
員
会
に
お
い
て
、
12
年
度
以
降
の
財
源
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、

新
し
い
区
間
の
着
工
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ
の
基
本
条
件
を
確
認
の
上
、
認
可
す
る
。」
と
の
提
案
が
あ
り
、
こ
れ
を
了
承
。

　（
参
考
）
整
備
新
幹
線
建
設
事
業
費
の
推
移

（
単
位
：
億
円
）

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

11
年
度
事
業
費

（
当
　
初
）

11
年
度
事
業
費

（
補
正
後
）

12
年
度
事
業
費

整 備 新 幹 線 建 設 事 業 費

事
　
業
　
費

（
国
費
）

1,6
34

（
31
7）

2,7
14

（
1,0
37
）

1,6
95

（
35
2）

東
北
新
幹
線
（
盛
岡
・
八
戸
）

63
2

94
9

67
6

北
陸
新
幹
線
（
高
崎
・
長
野
）

12
12

―

北
陸
新
幹
線
（
糸
魚
川
・
魚
津
）

17
2

21
9

17
2

北
陸
新
幹
線
（
石
動
・
金
沢
）

19
0

19
8

15
0

九
州
新
幹
線
（
新
八
代
・
西
鹿
児
島
）

56
8

95
1

60
7

東
北
新
幹
線
（
八
戸
・
新
青
森
）

20
12
2

30

北
陸
新
幹
線
（
長
野
・
上
越
）

20
14
1

30

九
州
新
幹
線
（
船
小
屋
・
新
八
代
）

20
12
2

30

（
注
）
11
年
度
事
業
費
（
補
正
後
）
に
は
、
公
共
事
業
等
予
備
費
に
よ
る
国
費
42
0億
円
、
事
業
費
63
0億
円
を
含
む
。



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
郵
政
―
郵
便
事
業
―

　
 　
最
近
に
お
け
る
郵
便
事
業
損
益
は
、
平
成
10
年
度
に
、
郵

便
引
受
物
数
の
伸
び
悩
み
等
か
ら
、
5
年
振
り
に
赤
字
を
計

上
し
、
平
成
11
年
度
予
算
に
お
い
て
も
赤
字
が
見
込
ま
れ
て

い
る
。
ま
た
、
平
成
12
年
度
予
算
概
算
要
求
に
お
い
て
も
引

き
続
き
赤
字
を
見
込
ん
だ
要
求
と
な
っ
て
い
る
。

　
 　
人
件
費
割
合
が
高
い
と
い
う
郵
便
事
業
の
費
用
構
造
の
下

で
、
長
期
間
に
わ
た
り
料
金
を
据
え
置
く
た
め
に
は
、
引
き

続
き
事
業
の
厳
し
い
合
理
化
に
よ
り
、
郵
便
事
業
財
政
の
健

全
化
に
取
り
組
む
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　
 　
平
成
12
年
度
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
も
以
上
の
よ
う
な

観
点
か
ら
、
人
件
費
・
物
件
費
両
面
に
お
い
て
そ
の
必
要
性

を
厳
し
く
見
直
し
、
業
務
費
用
の
削
減
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
郵
便
事
業
に
つ
い
て
は
、
郵
便
業
務
収
入
の
厳
し
い
現
状
を
踏
ま
え
、
経
費
全
般
に
つ
い
て
削
減
。

　
　
　
　
郵
便
事
業
損
益
（
当
初
予
算
ベ
ー
ス
）

（
単
位
：
億
円
）

11
年
度

12
年
度

増
▲
減

収
　
　
益

22
,67
9

22
,89
8

21
9

費
　
　
用

23
,42
1

23
,30
1

▲
　
12
0

損
　
　
益

▲
　
74
2

▲
　
40
3

33
9
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平成12年度　　687
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

9
．
中
小
企
業
対
策

　
 　
中
小
企
業
対
策
に
つ
い
て
は
、
中
小
企
業
基
本
法
の
改
正

に
よ
り
、
政
策
理
念
が
「
格
差
の
是
正
」
か
ら
「
多
様
で
活

力
あ
る
独
立
し
た
中
小
企
業
者
の
育
成
発
展
」
へ
と
転
換
さ

れ
、
経
営
革
新
や
創
業
に
向
け
て
の
自
助
努
力
の
支
援
、
経

営
基
盤
の
強
化
等
が
新
し
い
政
策
の
柱
と
な
っ
た
。

　
 　
こ
の
よ
う
な
政
策
転
換
を
踏
ま
え
、
平
成
11
年
度
第
2
次

補
正
予
算
に
お
い
て
も
、
中
小
企
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ

の
資
金
供
給
の
多
様
化
・
円
滑
化
に
係
る
諸
措
置
が
盛
り
込

ま
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
中
小
企
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

へ
の
財
政
支
援
に
つ
い
て
は
、
そ
の
公
益
性
、
政
府
介
入
に

よ
る
市
場
の
歪
み
の
防
止
、
企
業
・
投
資
家
の
モ
ラ
ル
ハ

ザ
ー
ド
の
防
止
等
に
関
し
、
十
分
な
議
論
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
こ
の
よ
う
な
支
援
は
、
税
制
、
直
接
金
融
市
場
の
整

備
等
の
総
合
的
な
支
援
策
の
一
環
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る

べ
き
で
あ
る
。

　
 　
平
成
12
年
度
予
算
編
成
に
つ
い
て
も
、
施
策
の
内
容
が
新

し
い
中
小
企
業
基
本
法
に
基
づ
く
政
策
理
念
や
政
策
の
柱
に

沿
っ
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
か
ど
う
か
、
施
策
の
在
り
方
を

十
分
吟
味
す
る
こ
と
に
よ
り
、
中
小
企
業
対
策
予
算
の
重
点

化
・
効
率
化
に
努
め
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

◯
 　
中
小
企
業
対
策
費
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
厳
し
い
中
小
企
業
の
経
営
環
境
に
配
慮
し
、
中
小
企
業
が
人
材
、
技
術
、
情
報
等
の
ソ
フ

ト
な
経
営
資
源
を
円
滑
に
確
保
で
き
る
経
営
支
援
体
制
の
整
備
や
創
業
・
経
営
革
新
等
に
向
け
た
自
助
努
力
支
援
を
中
心
と
す
る
総
合
的

な
施
策
を
推
進
す
る
た
め
、
1,9
43
億
円
を
計
上
（
対
平
成
11
年
度
当
初
予
算
比
＋
1.0
％
）。

◯
　
経
営
革
新
や
創
業
に
向
け
て
の
自
助
努
力
支
援

　
　
・
経
営
革
新
支
援
補
助
金
（
18
.0億
円
→
27
.1億
円
）

　
　
・
中
小
企
業
に
よ
る
課
題
対
応
型
技
術
研
究
開
発
補
助
金
（
15
.8億
円
→
31
.4億
円
）

　
　
・
商
工
会
・
商
工
会
議
所
に
よ
る
創
業
塾
・
創
業
セ
ミ
ナ
ー
（
6.4
億
円
→
6.4
億
円
）

◯
　
経
営
基
盤
の
強
化
（
経
営
支
援
体
制
の
整
備
）

　
　
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
支
援
（
　
―
　
→
13
.3億
円
）

　
　
・
都
道
府
県
等
の
支
援
拠
点
に
よ
る
支
援
（
　
―
　
→
63
.9億
円
）

　
　
・
身
近
な
支
援
拠
点
（
30
0カ
所
）
の
整
備
（
　
―
　
→
18
.1億
円
）

（
参
考
）
平
成
11
年
度
第
2
次
補
正
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

　
◯
　
中
小
企
業
へ
の
資
金
供
給
の
多
様
化
・
円
滑
化

　
　
・
中
小
企
業
が
発
行
す
る
私
募
債
に
対
す
る
信
用
保
証
協
会
の
保
証

　
　
・
中
小
公
庫
に
よ
る
中
小
企
業
の
ワ
ラ
ン
ト
付
社
債
の
引
受

　
◯
　
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
の
資
金
供
給
の
充
実

　
　
・
産
業
基
盤
整
備
基
金
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
中
小
企
業
総
合
事
業
団
に
よ
る
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
へ
の
出
資

　
◯
 　
諸
措
置
の
実
施
に
当
た
り
、
公
益
性
、
政
府
介
入
に
よ
る
市
場
の
歪
み
の
防
止
、
企
業
・
投
資
家
の
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
の
防
止
等
に

配
意

　
　（
例
）・
公
益
性
　
―
　
経
済
環
境
の
変
化
に
強
い
資
金
調
達
構
造
の
確
立
、
雇
用
の
創
出
・
新
市
場
の
創
出
に
よ
る
経
済
活
性
化

　
　
　
　
・
政
府
介
入
に
よ
る
市
場
の
歪
み
の
防
止
　
―
　
制
度
の
廃
止
を
含
め
て
5
年
後
に
見
直
し

　
　
　
　
・
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
の
防
止
　
―
　
私
募
債
保
証
に
関
し
、
保
証
割
合
は
90
％
と
す
る

　
　
　
　
・
政
策
評
価
　
―
　
3
、
5
年
後
に
お
け
る
評
価
指
標
の
公
表



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

10
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

　
 　
石
油
の
備
蓄
や
開
発
等
を
通
じ
た
我
が
国
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
新
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
開
発
、
利
用
の
推
進
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に

つ
い
て
は
、
石
炭
並
び
に
石
油
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造

高
度
化
対
策
特
別
会
計
等
の
特
別
会
計
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
う
し
た
特
別
会
計
に
つ
い
て
、
歳

出
全
般
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
施
策
の
効
率
化
・

重
点
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　
 　
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
石
油
の
自
主
開
発
に
つ
い
て
、
石

油
公
団
を
巡
る
議
論
を
踏
ま
え
つ
つ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
採

択
基
準
の
厳
格
化
等
、
引
き
続
き
同
公
団
の
業
務
運
営
の
改

善
に
取
り
組
む
。
ま
た
、
石
油
備
蓄
に
つ
い
て
、
費
用
の
節

減
合
理
化
を
図
る
。
こ
れ
ら
に
よ
り
、
資
金
の
効
率
的
活
用

を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
石
油
製
品
の
生
産
・
流
通
の

合
理
化
を
図
る
た
め
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
石
油
の
商
品
特

性
や
規
制
等
の
政
府
の
関
与
の
度
合
い
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、

施
策
の
内
容
に
つ
い
て
不
断
に
見
直
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
石
炭
政
策
に
つ
い
て
は
、
本
年
8
月
の
石
炭
鉱
業
審
議
会

答
申
に
則
り
、
平
成
13
年
度
に
円
滑
に
完
了
す
る
。
こ
の
た

め
、
産
炭
地
域
振
興
対
策
、
鉱
害
対
策
等
の
各
施
策
が
実
施

さ
れ
る
こ
と
と
な
る
が
、
同
政
策
の
財
源
と
な
っ
て
い
る
原

油
等
関
税
の
収
入
が
現
行
石
炭
政
策
策
定
時
の
見
通
し
を
下

回
っ
た
こ
と
に
よ
り
歳
入
不
足
が
生
じ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

所
要
の
原
油
等
関
税
収
入
を
確
保
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

◯
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
に
つ
い
て
、
施
策
の
効
率
化
を
図
り
つ
つ
、
総
額
を
抑
制
。

平
成
12
年
度

平
成
11
年
度

（
単
位
：
億
円
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

6,3
51
（
△
2.8
％
）

6,5
31
（
△
2.3
％
）

　
う
ち
、
石
特
会
計
繰
入
れ

4,7
50
（
△
2.7
％
）

4,8
80
（
△
2.4
％
）

（
注
）
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
は
着
実
に
推
進

　（
例
）・
草
の
根
地
域
省
エ
ネ
・
新
エ
ネ
活
動
に
対
す
る
支
援
＜
電
特
・
石
特
＞

（
 ―
 →
18
.3（
新
規
））

　
　
　
・
風
力
発
電
の
出
力
安
定
化
対
策
に
係
る
調
査
＜
電
特
＞

（
 ―
 →
17
.3（
新
規
））

　
　
　
・
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
の
開
発
及
び
導
入
促
進
＜
電
特
＞

（
26
7.2
→
27
1.2
（
＋
4.0
））

◯
　
石
特
会
計
石
油
対
策
に
関
し
、
施
策
を
重
点
化
・
効
率
化
。

平
成
12
年
度

（
単
位
：
億
円
）

石
油
対
策
　
計

4,5
86
（
△
21
6、
△
 4
.5％
）

　
開
発

98
0
（
△
11
6、
△
10
.6％
）

　
備
蓄

2,9
83
（
△
21
2、
△
 6
.6％
）

　
産
業
体
制
整
備
等

57
2
（
＋
11
2、
＋
24
.3％
）

　
　（
注
 ）
産
業
体
制
整
備
予
算
に
関
し
て
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
を
確
保
し
つ
つ
、
一
層
の
規
則
緩
和
を
円
滑
か
つ
速
や
か

に
進
め
る
た
め
、
3
年
間
の
時
限
措
置
で
あ
る
こ
と
を
明
確
に
し
た
う
え
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
　
　
　
・
石
油
精
製
設
備
の
廃
棄
に
係
る
費
用
の
1/
2補
助

　
　
　
　
・
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
の
設
備
撤
去
費
用
の
補
助

◯
　
石
炭
政
策
に
つ
い
て
は
、
13
年
度
に
円
滑
に
完
了
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の
た
め
の
法
案
を
通
常
国
会
に
提
出
予
定
。

　
 　
歳
入
不
足
に
対
し
て
は
、
12
、
13
年
度
に
借
入
を
行
っ
て
、
資
金
調
達
を
行
い
、
そ
の
返
済
財
源
は
、
以
下
の
関
税
改
正
に
よ
り
確
保

（
関
税
暫
定
措
置
法
の
改
正
）。

　
　
①
 　
原
油
関
税
を
14
年
度
以
降
、
現
行
の
21
5円
／
K
Lか
ら
17
0円
／
K
Lに
引
き
下
げ
た
上
で
、
4
年
間
延
長
し
、
18
年
度
以
降
無
税

と
す
る
。

　
　
②
 　
石
油
製
品
関
税
に
つ
い
て
は
、
原
油
関
税
の
引
下
げ
に
併
せ
、
14
年
度
以
降
引
き
下
げ
て
、
17
年
度
ま
で
の
暫
定
税
率
を
設
定
す

る
。
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「
建
議
・
報
告
」
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お
け
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指
摘
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項
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成
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年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

11
．
地
方
財
政

⑴
 　
平
成
12
年
度
の
地
方
財
政
を
巡
る
状
況
に
つ
い
て
み
る
と
、

地
方
の
財
政
事
情
は
、
平
成
11
年
度
に
引
き
続
き
、
極
め
て

厳
し
い
状
況
に
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
一
方
、
国
の
財
政

事
情
は
、
大
量
の
特
例
公
債
の
発
行
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
な

ど
極
め
て
危
機
的
な
状
況
に
立
ち
至
っ
て
い
る
。

　
 　
平
成
12
年
度
に
お
け
る
地
方
財
政
の
運
営
に
つ
い
て
は
、

こ
の
よ
う
な
国
と
地
方
の
財
政
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
国
と

地
方
が
行
政
目
的
の
実
現
を
分
担
し
責
任
を
分
か
ち
合
う
い

わ
ば
公
経
済
の
車
の
両
輪
の
関
係
に
あ
り
、
両
者
が
バ
ラ
ン

ス
の
と
れ
た
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
く
と
の
基
本
的
な
考
え

方
に
立
っ
て
、
適
切
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
し
た

が
っ
て
、
地
方
財
政
対
策
に
お
い
て
、
国
、
地
方
の
財
政
事

情
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
方
財
政
の
円
滑
な
運
営
に
適
切
に
配

慮
す
る
一
方
で
、
歳
出
全
般
に
わ
た
る
合
理
化
・
効
率
化
に

徹
底
的
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

◯
　
基
本
的
考
え
方

　
⑴
 　
12
年
度
の
地
方
財
政
の
収
支
見
通
し
に
つ
い
て
は
、
行
政
需
要
に
的
確
に
対
応
し
つ
つ
、
歳
出
の
合
理
化
・
効
率
化
を
図
る
こ
と
と

し
、
地
方
一
般
歳
出
は
対
前
年
度
▲
0.9
％
程
度
と
見
通
す
。

　
⑵
 　
一
方
、
歳
入
面
で
は
昨
年
に
引
き
続
き
厳
し
い
状
況
が
続
き
、
12
年
度
の
地
方
財
政
の
収
支
見
通
し
は
大
幅
な
財
源
不
足
を
見
込
む
。

　
⑶
 　
こ
の
財
源
不
足
に
対
し
て
は
、
国
の
財
政
状
況
も
極
め
て
厳
し
い
中
、
地
方
財
政
の
運
営
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
十
分
に
配
慮
し
、

所
要
の
地
方
交
付
税
等
の
額
を
確
保
し
た
と
こ
ろ
。

◯
　
地
方
財
政
対
策
の
概
要

　
⑴
　
地
方
財
政
収
支
見
通
し
の
概
要

（
単
位
：
億
円
）

11
年
度
地
方
財
政
計
画

12
年
度
地
方
財
政
収
支
見
通
し

伸
率

（
見
込
み
）

伸
率

歳
　
入
　
歳
　
出
　
規
　
模

88
5,3
16

1.6
％

88
9,6
00
程
度

0.5
％
程
度

［
主
要
歳
入
項
目
］

地
　
　
　
　
方
　
　
　
　
税

35
2,9
57

▲
8.3
％

35
0,5
68

▲
0.7
％

地
　
方
　
譲
　
与
　
税

6,1
31

2.0
％

6,1
41

0.2
％

地
方
特
例
交
付
金

6,3
99

皆
増

9,1
40

42
.8％

地
　
方
　
交
　
付
　
税

20
8,6
42

19
.1％

21
4,1
07

2.6
％

一
　
般
　
財
　
源
　
計

57
4,1
29

1.4
％

57
9,9
56

1.0
％

地
　
　
　
　
方
　
　
　
　
債

11
2,8
04

2.3
％

11
1,2
71

▲
1.4
％

［
主
要
歳
出
項
目
］

給
　
　
与
　
　
関
　
　
係

23
6,9
22

1.2
％

23
6,6
00
程
度

▲
0.1
％
程
度

一
　
　
般
　
　
行
　
　
政

19
2,7
45

4.2
％

19
7,2
00
程
度

2.3
％
程
度

公
　
　
　
　
債
　
　
　
　
費

11
3,8
82

8.6
％

12
1,0
00
程
度

6.2
％
程
度

投
　
　
資
　
　
単
　
　
独

19
3,0
00

0.0
％

18
5,0
00
程
度

▲
4.1
％
程
度

公
営
企
業
繰
出
金

32
,70
9

3.6
％

32
,80
0程
度

0.1
％
程
度

地
　
方
　
一
　
般
　
歳
　
出

74
6,8
88

1.8
％

74
0,1
00
程
度

▲
0.9
％
程
度

（
注
1
）
 投
資
単
独
事
業
の
減
額
に
つ
い
て
は
、
近
年
の
地
方
財
政
計
画
と
実
績
と
の
乖
離
を
調
整
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
り
、

実
質
的
な
地
方
単
独
事
業
の
減
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な
い
。

（
注
2
）
12
年
度
の
計
数
は
、
精
査
の
結
果
異
動
を
生
ず
る
。
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議
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12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

　
⑵
　
地
方
財
政
収
支
の
見
通
し
と
地
方
財
政
対
策
の
概
要

　
①
　
収
支
の
見
通
し

 
12
’ 

11
’

　
　
通
常
収
支
の
財
源
不
足
 

9兆
8,7
00
億
円
程
度
 

10
兆
3,6
94
億
円

　
　
恒
久
的
な
減
税
の
影
響
 

3兆
5,0
26
億
円
 

2兆
5,9
95
億
円

　
②
　
通
常
収
支
の
財
源
不
足
額
（
9兆
8,6
73
億
円
程
度
）
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
に
よ
り
対
応

 
12
’ 

11
’

　
　
建
設
地
方
債
の
増
発
 

2兆
4,3
00
億
円
程
度
 

2兆
2,5
00
億
円
　

　
　
地
方
交
付
税
の
増
額
措
置
 

7兆
4,3
73
億
円
 

8兆
1,1
94
億
円

　
　
　
う
ち
一
般
会
計
加
算
 

7,5
00
億
円
 

5,5
00
億
円

　
　
　
　
　
交
付
税
特
会
借
入
金
（
国
） 

3兆
2,4
46
億
円
 

3兆
4,4
84
.5億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
地
方
） 

3兆
2,4
46
億
円
 

3兆
4,4
84
.5億
円

　
　
　
　
　
10
年
度
精
算
の
繰
延
べ
 

1,9
81
億
円
 

6,7
25
億
円

　
③
　
恒
久
的
な
減
税
の
影
響
額
（
3兆
5,0
26
億
円
）
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
に
よ
り
対
応

 
12
’ 

11
’

　
　（
ⅰ
）　
地
方
税
の
減
税
の
影
響
 

1兆
9,0
37
億
円
 

（
1兆

　7
11
億
円
）

　
　
　
→
・
 国
と
地
方
の
た
ば
こ
税
の
税
率
変
更
に
よ
る
 

 
地
方
た
ば
こ
税
の
増
収
措
置
 

1,3
58
億
円
 

1,1
13
億
円

　
　
　
　
・
法
人
税
の
交
付
税
率
引
上
げ
（
3.8
％
） 

3,7
80
億
円
 

（
0.5
％
）
52
1億
円

　
　
　
　
・
地
方
特
例
交
付
金
 

9,1
40
億
円
 

6,3
99
億
円

　
　
　
　
・
減
税
補
て
ん
債
 

4,7
59
億
円
 

　
　
　
2,6
78
億
円

　
　（
ⅱ
）　
国
税
の
減
税
の
地
方
交
付
税
へ
の
影
響
 

1兆
5,9
89
億
円
 

（
1兆
5,2
84
億
円
）

　
　
　
→
　
交
付
税
特
会
借
入
金
等
（
国
） 

7,9
94
億
円
 

　
　
　
7,6
42
億
円

　
　
　
　
　
交
付
税
特
会
借
入
金
（
地
方
） 

7,9
95
億
円
 

7,6
42
億
円

　
⑶
　
地
方
交
付
税
交
付
金

 
12
’ 

11
’

　
　
◯
　
一
般
会
計
ベ
ー
ス
 

14
兆
　1
63
億
円
（
＋
8.8
％
） 

12
兆
8,8
31
億
円
（
▲
18
.8％
）

　
　
◯
　
特
会
出
口
ベ
ー
ス
 

21
兆
4,1
07
億
円
（
＋
2.6
％
） 

20
兆
8,6
42
億
円
（
＋
19
.1％
）

　
⑷
　
地
方
特
例
交
付
金

 
12
’ 

11
’

 
9,1
40
億
円
（
＋
42
.8％
） 

（
　
　
6,3
99
億
円
（
皆
増
））

　（
注
）
地
方
交
付
税
と
地
方
特
例
交
付
金
（
11
’～
）
を
合
わ
せ
た
地
方
財
政
に
係
る
一
般
会
計
の
歳
出

 
12
’ 

11
’

 
14
兆
9,3
04
億
円
（
＋
10
.4％
） 

（
13
兆
5,2
30
億
円
（
▲
14
.8％
））
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平成12年度　　691
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
 　
平
成
12
年
度
予
算
編
成
の
中
で
議
論
さ
れ
て
い
る
合
併
推

進
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
合
併
推
進
の
た
め
に
必
要
な
の
は
、

全
て
の
合
併
関
係
市
町
村
に
財
源
を
交
付
す
る
と
い
っ
た
仕

組
み
で
は
な
い
の
で
は
な
い
か
、
合
併
が
進
展
し
な
い
の
は
、

既
存
の
地
方
交
付
税
や
国
庫
補
助
金
の
配
分
の
仕
組
み
が
小

規
模
市
町
村
で
も
合
併
の
必
要
性
を
感
じ
な
い
よ
う
な
も
の

と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
よ
る
の
で
は
な
い
か
、
こ
う
し
た
交

付
金
の
新
設
に
つ
い
て
は
補
助
金
等
の
整
理
合
理
化
の
観
点

か
ら
慎
重
に
考
え
る
べ
き
で
は
な
い
か
、
ま
た
、
後
年
度
の

財
政
負
担
を
大
き
な
も
の
と
す
る
の
で
は
な
い
か
と
の
意
見

が
あ
っ
た
。
ま
た
、
合
併
推
進
の
た
め
に
何
ら
か
の
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
は
必
要
と
し
て
も
、
そ
の
場
合
に
は
、
ま
ず
、
合

併
し
な
い
市
町
村
へ
の
不
利
益
措
置
の
仕
組
み
が
併
せ
て
必

要
で
は
な
い
か
と
の
意
見
も
あ
っ
た
。

　
 　
こ
の
よ
う
な
意
見
を
踏
ま
え
、
合
併
推
進
の
た
め
に
何
ら

か
の
施
策
を
講
ず
る
場
合
に
は
、
合
併
推
進
の
た
め
の
事

業
・
施
策
の
目
的
・
対
象
と
財
政
負
担
の
関
係
を
で
き
る
だ

け
明
確
に
す
る
と
と
も
に
、
効
率
的
に
事
業
が
実
施
さ
れ
る

よ
う
な
仕
組
み
を
工
夫
・
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

◯
　
市
町
村
合
併
推
進
交
付
金
に
つ
い
て

　
⑴
 　
全
て
の
合
併
関
係
市
町
村
に
自
動
的
に
財
源
を
交
付
す
る
交
付
金
で
は
な
く
、
合
併
に
向
け
て
の
準
備
や
、
合
併
に
伴
い
市
町
村
が

実
施
す
る
モ
デ
ル
事
業
に
対
し
て
、
予
算
の
範
囲
内
で
補
助
を
行
う
補
助
金
を
創
設
（
12
年
度
予
算
額
1.2
億
円
）。

 
（
別
紙
　
自
治
省
資
料
参
照
）

　
⑵
 　
従
っ
て
、
後
年
度
の
財
政
負
担
に
つ
い
て
は
、
合
併
の
進
展
に
応
じ
当
然
に
増
加
す
る
も
の
で
は
な
く
、
各
年
度
の
予
算
編
成
の
中

で
の
問
題
。

　
　
　
ま
た
、
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
他
方
で
既
存
の
補
助
金
の
整
理
合
理
化
を
図
る
中
で
、
本
補
助
金
を
創
設
。

　
⑶
 　
な
お
、
現
在
の
合
併
の
推
進
は
市
町
村
の
自
主
的
な
合
併
を
推
進
す
る
も
の
（
従
っ
て
、
政
府
と
し
て
合
併
を
実
質
的
に
強
制
す
る

も
の
で
は
な
い
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
合
併
し
な
い
市
町
村
へ
の
不
利
益
措
置
の
仕
組
み
は
と
り
得
ず
。

　
　
 　
ま
た
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
共
団
体
が
標
準
的
な
財
政
運
営
を
行
う
た
め
の
財
源
の
保
障
を
行
う
も
の
。
た
だ
し
、

地
方
分
権
推
進
計
画
等
を
踏
ま
え
、
自
治
省
に
お
い
て
、
そ
の
配
分
の
仕
組
み
の
簡
素
化
等
を
推
進
。



（別紙）
市町村合併推進補助金

1．趣旨
　 　市町村合併特例法の期限である平成17年 3 月までに、円滑に市町村合併を推進するため、合併に向けての準
備及び合併に伴い市町村が実施するモデル事業に対する補助金制度を創設する。

2．補助金の内容 120,000千円
　⑴　
　　①　対象団体： 平成11年度以降に設置され、市町村建設計画の作成等、市町村の合併に関し、先導的な取組

を積極的に行っている法定合併協議会の構成市町村
　　②　対象事業：市町村建設計画の作成及びそのための準備等に要する経費
　　③　補 助 額： 1関係市町村につき5,000千円を上限とする定額補助
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 1回限り補助）
　　④　平成12年度概算要求額：5,000千円×24地方公共団体＝120,000千円

　⑵　
　　①　対象団体： 平成17年 3 月31日までに合併した市町村で、下記の事業により先導的な取組を行っている市

町村
　　②　対象事業： 合併に伴い必要な事業として市町村建設計画に位置付けられたもので、かつ、別に定める事業

（別紙参照）のうち、全国的な市町村合併の推進という観点からモデルとなる事業 （別紙省略）
　　③　補 助 額： 下記の表に基づいて人口規模により算出される合併関係市町村毎の額の合算額を上限として、

合併成立年度から 3か年度を限度として合併市町村に補助（定額補助、平成12年度は補助対
象団体の見込みなし）

（金額は千円単位）

関係市町村人口
～　　5,000（人） 20,000

　5,001　～　 10,000（人） 30,000
10,001　～　 50,000（人） 50,000
50,001　～　100,000（人） 70,000
100,001　～　　　　　（人） 100,000

　　　※ 　国が特に必要と認める場合については、各年度の補助の合計額が単年度上限額の 3倍の範囲内で、単
年度に、上記の上限額を超えて補助をすることができる。

＜注＞ 　合併市町村補助金を受けた市町村は、当該補助金に係る事業に関する実績報告書を国に提出し、国は、
全国の市町村の合併の参考に資するよう、当該報告書を公表することとする。

合併準備補助金

合併市町村補助金
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平成12年度　　693
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

12
．
補
助
金
等

　
⑴
 　
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
、
国

と
地
方
及
び
官
と
民
の
役
割
分
担
等
の
観
点
か
ら
、「
地

方
分
権
推
進
計
画
」（
平
成
10
年
5
月
29
日
閣
議
決
定
）、

「
中
央
省
庁
等
改
革
基
本
法
」（
平
成
10
年
法
律
第
10
3号
）

等
を
踏
ま
え
、
全
て
の
行
政
分
野
に
お
い
て
聖
域
な
く
見

直
し
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

◯
　
整
理
合
理
化
の
状
況

　
①
　
廃
止

　
　
・
　
外
国
人
登
録
事
務
委
託
費

　
　
　
　
　
府
県
委
託
費
 

（
▲
6
億
円
）

　
　
・
　
公
営
交
通
施
設
改
良
モ
デ
ル
事
業
費
補
助
金
 
（
▲
1
億
円
）

　
　
・
　
母
子
保
健
衛
生
費
補
助
金

　
　
　
　
　
母
子
保
健
推
進
費
補
助
金

　
　
　
　
　
　
都
道
府
県
母
子
保
健
医
療
推
進
費
 

（
▲
1
億
円
）

　
②
　
一
般
財
源
化

　
　
・
　
母
子
保
健
衛
生
費
補
助
金

　
　
　
　
　
母
子
保
健
推
進
費
補
助
金

　
　
　
　
　
　
妊
産
婦
乳
幼
児
死
亡
等
改
善
対
策
費
等
 
（
▲
11
億
円
）

　
　
・
　
貸
金
業
監
督
事
務
委
託
費
 

（
▲
1
億
円
）

　
③
　
補
助
対
象
の
重
点
化
、
補
助
率
の
引
下
げ

　
　
・
　
社
会
体
育
施
設
整
備
費
補
助
金

　
　
　
　
　
体
育
施
設
整
備
費

　
　
　
　
　
　
水
泳
プ
ー
ル

　
　
　
　（
水
泳
プ
ー
ル
（
屋
外
一
般
）
を
廃
止
し
、
補
助
対
象
を
重
点
化
）

　
　
・
　
中
小
企
業
活
性
化
補
助
金

　
　
　
　
　
地
域
活
性
化
創
造
技
術
研
究
開
発
費
補
助
金

　
　
　
　
　
　
創
造
的
中
小
企
業
振
興
枠
　
1/
2　
→
　
1/
3

　
　
　
　
　
　
環
境
技
術
枠
　
　
　
　
　
　
1/
2　
→
　
1/
3

　
　
　
　
　
　
地
域
産
業
集
積
活
性
化
枠
　
1/
2　
→
　
1/
3

　
　
・
　
特
定
重
要
港
湾
、
重
要
港
湾
に
係
る
補
助
事
業
の
補
助
率
の
引
下
げ

　
　
　
　
　
　（
－
5.5
m
以
下
の
小
型
係
留
施
設
関
係
　
5/
10
→
4/
10
）

　
④
　
採
択
基
準
の
引
上
げ

　
　
・
　
地
方
道
改
修
費
補
助
の
う
ち
、
一
次
改
良
、
一
次
橋
梁
新
設
、
一
次
舗
装
新
設
、
二
次
改
築
の
採
択
基
準
の
引
上
げ

　
　
　
（
市
町
村
道
：
5,0
00
万
円
→
5
億
円
、
都
道
府
県
道
：
2
億
円
→
5
億
円
）

　
　
・
　
街
路
事
業
費
補
助
の
う
ち
、
局
部
改
良
の
採
択
基
準
の
引
上
げ
（
1
億
円
→
5
億
円
）

　
　
・
　
沿
岸
漁
場
整
備

　
　
　
　
　
沿
岸
漁
場
施
設
改
良
　
都
道
府
県
　
2,0
00
万
円
　
→
　
3,0
00
万
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
市
町
村
　
　5
00
万
円
　
→
　
1,0
00
万
円

　
　
　
　
　
沿
岸
漁
場
施
設
補
修
　
都
道
府
県
　
1,0
00
万
円
　
→
　
1,5
00
万
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
市
町
村
　
　5
00
万
円
　
→
　
1,0
00
万
円



「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
 　
上
記
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間
団
体

に
対
す
る
補
助
金
等
に
つ
い
て
、「
制
度
等
が
見
直
し
の
対

象
と
な
る
補
助
金
等
」
は
、
制
度
改
正
を
含
め
既
存
の
施
策

や
事
業
を
見
直
し
、「
そ
の
他
の
補
助
金
等
」
は
、
各
省
庁

ご
と
に
1
割
削
減
す
る
必
要
が
あ
る
。

◯
　
交
付
先
別
の
概
要

  　
景
気
回
復
に
向
け
全
力
を
尽
く
す
と
の
観
点
か
ら
、
社
会
保
障
関
係
費
及
び
公
共
事
業
関
係
費
等
の
増
加
に
伴
い
、
補
助
金
等
の
総

額
は
増
加
し
た
も
の
の
、「
そ
の
他
補
助
金
等
」
に
つ
い
て
は
、
22
.3％
減
を
図
る
な
ど
そ
の
整
理
合
理
化
を
推
進
。

［
参
考
］

11
　
年
　
度

当
　
　
　
初

12
　
年
　
度

増
　
　
　
減

伸
　
び
　
率

地
方
公
共
団
体

（
2,4
65
）

16
4,0
65
 

（
1,9
34
）

16
8,8
91
 

（
▲
53
1）

4,8
26
 

（
▲
21
.6％
）

2.9
％
 

特
殊
法
人
等

28
,41
0 

29
,32
2 

91
1 

3.2
％
 

民
間
団
体
等

（
1,1
36
）

7,9
13
 

（
86
3）

8,7
57
 

（
▲
27
3）
84
4 

（
▲
24
.0％
）

10
.7％
 

合
計

（
3,6
01
）

20
0,3
87
 

（
2,7
97
）

20
6,9
69
 

（
▲
80
4）

6,5
81
 

（
▲
22
.3％
）

3.3
％
 

（
注
1
）（
　
）
書
き
は
、「
そ
の
他
の
補
助
金
等
」
の
金
額
で
内
数
で
あ
る
。

（
注
2
）
計
数
に
つ
い
て
は
精
査
中
で
あ
り
、
今
後
変
動
の
可
能
性
が
あ
る
。

⑶
 　
さ
ら
に
、
新
規
の
補
助
金
等
は
、
引
き
続
き
ス
ク
ラ
ッ

プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
及
び
終
期
設
定
の
原
則
を
徹
底
し
、

真
に
止
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
、
極
力
抑
制
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

◯
　
新
規
補
助
金
等

　
 　
平
成
12
年
度
に
お
け
る
新
規
補
助
金
等
は
、
行
政
需
要
の
変
化
等
に
即
応
す
る
や
む
を
得
な
い
も
の
で
あ
り
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン

ド
・
ビ
ル
ド
原
則
は
徹
底
。

［
参
考
］

11
年
度

12
年
度

新
　
規

11
2件

19
5件

廃
　
止

13
2件

22
3件

　
　
　（
注
）
計
数
に
つ
い
て
は
精
査
中
で
あ
り
、
今
後
変
動
の
可
能
性
が
あ
る
。
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平成12年度　　695
「
建
議
・
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
12
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑷
 　
な
お
、「
第
2
次
地
方
分
権
推
進
計
画
」（
平
成
11
年
3
月

26
日
閣
議
決
定
）
で
は
、
地
方
公
共
団
体
に
裁
量
的
に
施
行

さ
せ
る
統
合
補
助
金
の
創
設
を
は
じ
め
と
し
て
、
国
庫
補
助

負
担
金
の
整
理
合
理
化
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
今
後
、

特
に
統
合
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
12
年
度
に
創
設
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
創
設
に
積
極
的
に
取
り
組
む
べ

き
で
あ
る
。

◯
　「
第
2
次
地
方
分
権
推
進
計
画
」（
平
成
11
年
3
月
26
日
閣
議
決
定
）
を
も
踏
ま
え
、
以
下
の
統
合
補
助
金
を
創
設
。

　
⑴
 　
国
が
箇
所
付
け
し
な
い
こ
と
を
基
本
と
し
て
、
具
体
の
事
業
箇
所
・
内
容
に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体
が
主
体
的
に
定
め
る
こ
と
が
で

き
る
こ
と
を
基
本
的
な
仕
組
み
と
す
る
統
合
補
助
金
を
以
下
の
事
業
に
お
い
て
創
設
。

　
　（
ⅰ
）　
二
級
河
川
（
個
別
補
助
金
の
対
象
と
な
る
も
の
を
除
く
。）

　
　（
ⅱ
）　
公
営
住
宅
等

　
　（
ⅲ
）　
 公
共
下
水
道
（
大
規
模
な
事
業
、
水
質
保
全
等
に
広
域
的
影
響
を
及
ぼ
す
事
業
、
終
末
処
理
場
又
は
ポ
ン
プ
場
に
係
る
も
の
を

除
く
。）

　
　（
ⅳ
）　
都
市
公
園
（
防
災
公
園
、
大
規
模
公
園
、
国
家
的
事
業
関
連
公
園
を
除
く
。）

　
　（
ⅴ
） 　
港
湾
の
既
存
施
設
の
有
効
活
用
（
港
湾
利
用
高
度
化
促
進
事
業
（
大
規
模
な
も
の
を
除
く
。）
、
局
部
改
良
事
業
及
び
補
修
事
業

を
統
合
）。

　
　（
ⅵ
） 　
農
業
農
村
整
備
事
業
（
農
村
総
合
整
備
事
業
（
団
体
営
の
も
の
に
限
る
。）
及
び
集
落
地
域
整
備
事
業
（
団
体
営
の
も
の
に
限

る
。）
を
対
象
。）

　
　（
ⅶ
） 　
漁
港
漁
村
整
備
事
業
（
漁
港
環
境
整
備
事
業
（
市
町
村
営
の
も
の
に
限
る
。）
及
び
漁
港
漁
村
総
合
整
備
事
業
（
市
町
村
営
の

も
の
に
限
る
。）
を
対
象
。）

　
⑵
 　
ま
た
、
国
が
箇
所
付
け
し
な
い
こ
と
を
基
本
と
し
て
、
一
定
の
政
策
目
的
を
実
現
す
る
た
め
に
複
数
の
事
業
を
一
体
的
か
つ
主
体
的

に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
類
型
統
合
補
助
金
を
創
設
。

　
　（
ⅰ
）　
ま
ち
づ
く
り
に
係
る
統
合
補
助
金

　
　（
ⅱ
）　
住
宅
宅
地
関
連
公
共
施
設
等
整
備
促
進
事
業
に
係
る
統
合
補
助
金

　
　（
ⅲ
）　
都
市
再
開
発
関
連
公
共
施
設
整
備
促
進
事
業
に
係
る
統
合
補
助
金

　
　（
ⅳ
）　
住
宅
市
街
地
整
備
総
合
支
援
事
業
に
係
る
統
合
補
助
金

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
5
回
）
平
成
12
年
1
月
20
日
配
布
資
料
（
3
）（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
11
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
・

企
画
部
会
・
法
制
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
・
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
編
」
14
7-
17
4ペ
ー
ジ
）。



8-187　預金保険機構国債の交付・償還状況等
（単位：億円）

年度

国債の交付・償還状況 償還財源

交付額 償還額 未償還
残　高

財源繰入 未償還
財　源予算繰入 株式売却

9年度 70,000 ― 70,000 ― ― ― ―

10年度 ― 11,992 58,008 19,413 11,054 8,359 7,421

11年度 ― 35,909 22,099 50,587 34,279 16,308 22,099

12年度 60,000 36,265 45,834 54,366 45,000 9,366 40,200

13年度 ― 6,382 39,452 0 ― 0 33,817

14年度 ― 13,778 25,674 395 ― 395 20,435

合計 130,000 104,326 25,674 124,761 90,333 34,428 20,435
（注）単位未満四捨五入。

（参考）預金保険法（昭和46年法律第34号）

　附則（抄）
　（政府からの国債の交付）
第十九条の四　政府は、特例業務基金に充て
るため、国債を発行することができる。
2　政府は、前項の規定により、七兆円を限
り、国債を発行し、これを機構に交付する
ものとする。
3　前項の規定により交付するものとされて
いる国債の額に相当する金額のほか、政府
は、第一項の規定により、六兆円を限り、
国債を発行し、これを機構に交付するもの
とする。
4　第一項の規定により発行する国債は、無
利子とする。
5　第一項の規定により発行する国債につい
ては、政令で定める場合を除くほか、譲渡、
担保権の設定その他の処分をすることがで
きない。
6　前各項に定めるもののほか、第一項の規
定により発行する国債に関し必要な事項は、
財務省令で定める。

　（国債の償還等）
第十九条の五　政府は、機構が附則第十九条
の三第一項又は第二項の規定により特例業
務基金を使用するため、前条第二項又は第
三項の規定により交付した国債の全部又は

一部につき機構から償還の請求を受けたと
きは、速やかに、その償還をしなければな
らない。
2　政府は、国債整理基金特別会計に所属す
る株式に係る平成九年度以後の売払収入金
を、前項の規定による償還に要する費用の
財源に優先して充てるものとする。
3　前条第一項の規定により発行する国債は、
国債整理基金特別会計法（明治三十九年法
律第六号）第二条第二項の規定の適用につ
いては、国債とみなさない。
4　平成九年度から特例業務勘定の廃止の年
度までの間における日本電信電話株式会社
の株式の売払収入金（以下この項において
「特定期間売払収入金」という。）に係る日
本電信電話株式会社の株式の売払収入の活
用による社会資本の整備の促進に関する特
別措置法（昭和六十二年法律第八十六号）
第六条第一項の規定の適用については、平
成九年度から当該廃止の年度までの間にお
いては、特定期間売払収入金は、同項の売
払収入金に該当しないものとみなす。

第十九条の六　政府は、附則第十九条の四第
一項の規定により発行した国債の円滑な償
還を確保するため、前条第二項の規定によ
る財源のほか、国債整理基金特別会計法の
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規定による繰入れを適切に行うものとし、
当該繰入れに要する費用に充てるための財

源の適切な確保に努めるものとする。

8-188　公共事業費等予備費の使用について
平成12年 7 月25日

大蔵省

　平成12年度当初予算に計上された公共事業等予備費の使用内訳は、事項別では（別紙 1）、
所管別では（別紙 2）のとおりである。

 

（別紙 1）
平成12年度公共事業等予備費の使用額内訳

（単位：百万円）
①　有珠山等の緊急災害復旧・防災対策
　・緊急災害復旧 20,194
　　　有珠山噴火災害関連［4,349］
　・緊急防災対策 49,396
　　　有珠山関連［15,326］……  迂回路・避難路等の整備［9,452］、災害対策用ヘリ

コプター基地局の緊急整備［669］
　　　その他 ……  活火山緊急防災対策［4,321］、山地災害未然防止事業［10,083］
②　国民生活の改善に直結する分野
　・地域生活の質の向上 39,396
　　　 下水道整備［4,800］、集落排水［8,601］、地域の拠点的な福祉施設等へのアク

セス道路［3,758］
　・都市機能の向上 39,646
　　　 立体交差化等踏切対策［5,372］、電線類の地中化［13,735］、市街地再開発・都

市再生区画整理［1,700］
　・環境対策 44,340
　　　ダイオキシン類対策［6,570］、間伐促進対策［9,683］、沿道環境対策［8,708］
　・公共空間等のバリアフリー化 29,064
　　　 歩道の段差解消・エスカレーター等設置［11,332］、公営住宅ストックの改善

［4,000］、地下鉄駅のバリアフリー化［1,704］
　・社金保障・教育研究基盤の充実 54,629
　　　 特別養護老人ホーム・病院整備等［21,035］、教育情報化・学校施設等整備

［26,794］、災害弱者施設周辺保全整備［6,300］
③　生活構造改革・経済活性化に資する分野
　・基幹的交通網の整備 126,599
　　　 整備新幹線［56,000］、高規格幹線道路［54,000］、ハブ空港［5,000］、国際航

路の整備［5,505］
　・情報通信基盤の整備 34,228
　　　 ＩＴＳ（高度道路交通システム）［2,150］、情報ＢＯＸ（光ファイバー収容空間）

［6,904］、次世代情報通信基盤研究施設整備［2,999］、地域・生活情報通信基盤
高度化施設整備［2,400］

　・食料自給率向上のための基盤整備 42,500



　　　水田汎用化対策［23,031］、畑地かんがい推進［13,912］
○ 三宅島・神津島・新島等既発生災害対応、有珠山避難指示区域の早期復旧対応等の  
ため使用留保 20,008
 計 500,000

（参考）事業費　約7,460億円

 

（別紙 2）
公共事業等予備費使用額（所管内訳）

 （単位：百万円）　　　　　　　　
（所　管） （使用額）

国　会 2,277
裁判所 1,332
総理府 55,990
警察庁 1,255
北海道開発庁 44,155
科学技術庁 1,400
環境庁 740
沖縄開発庁 3,446
国土庁 4,994
法務省 1,932
外務省 211
大蔵省 520
文部省 27,060
厚生省 27,605
農林水産省 74,552
通商産業省 5,423
運輸省 77,831
郵政省 3,400
労働省 500
建設省 201,359

合　計 479,992

（出所 ）財務省ウェブ・ページ「平成12年度予算」、「 1．公共事業等予備費の使用について
（2000年 7 月25日）」（http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2000/
sy067.htm）。
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8-189　平成12年度補正予算について
平成12年11月
大蔵省主計局

平成12年度補正予算の骨格
（単位：億円）

歳　出 歳　入

［経済対策関係］
1．社会資本整備費 25,000 1 ．税収 12,360
⑴　IT特別対策費 6,431
⑵　環境特別対策費 2,659
⑶　高齢化特別対策費 2,453 2 ．税外収入 489
⑷　都市基盤整備特別対策費 5,483

⑸　 教育・青少年・科学技術等　　特別対策費 1,511

⑹　生活基盤充実特別対策費 3,419 3 ．公債金収入（建設公債） 19,880
⑺　防災特別対策費 3,044
2 ．IT関連特別対策費 964
3 ．災害対策費 3,707
4 ．中小企業等金融対策費 7,640
5 ．住宅金融・雇用等対策費 1,209
（小　計 38,521）
［その他］ 4．前年度剰余金受入 15,103
6 ．地方交付税交付金 8,985 ⑴　財政法 6条剰余金 10,403
7 ．義務的経費の追加 8,227 ⑵　地方交付税分 4,700
8 ．都市基盤整備公団補給金等 1,088
9 ．その他の経費 1,345
10．既定経費の節減 ▲8,834
11．予備費の減額 ▲1,500

歳　出　計 47,832 歳　入　計 47,832

（参考） 財政投融資計画  
日本育英会、中部国際空港等に対し、総額340億円を追加する。

11’決算 12’当初 12’補正後
公債発行額 375,136 326,100 → 345,980
（公債依存度） （42.1％）（38.4％） （38.5％）



「日本新生のための新発展政策」の事業規模と国費
（平成12年10月19日　経対閣・財政首脳会議合同会議決定）

事業規模 国　費

社会資本整備 4.7兆円程度 2.5兆円
⑴　IT 0.8兆円程度
⑵　環境 0.6兆円程度
⑶　高齢化 0.5兆円程度
⑷　都市基盤整備 0.9兆円程度
⑸　 教育・青少年・科学技術等 0.2兆円程度
⑹　生活基盤充実 0.6兆円程度
⑺　防災 0.5兆円程度
⑻　 公共事業の契約前倒し 0.6兆円程度

IT関連特別対策
　　（IT技能基礎講習等） 0.2兆円程度 0.1兆円程度
災害対策 0.5兆円程度 0.4兆円程度
中小企業等金融対策 4.5兆円程度 0.8兆円程度
住宅金融・雇用対策等 1.1兆円程度 0.1兆円程度

計 11 兆円程度 3.9兆円程度
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＜基本的考え方＞

◆　景気の本格的回復の確立
　 景気は緩やかな改善を続けているものの、雇用や消費はなお厳しい状況を
脱していない。このような状況の下、公需から民需への円滑なバトンタッ
チに万全を尽くし、景気の自律的回復に向けた動きを本格的回復軌道に確
実につなげる。

◆　経済の新たな発展基盤の確立
　 規制改革など法制度の整備、21世紀の新たな経済発展基盤の整備など、時
代を先取りした経済構造改革を推進する。

日本新生のための新発展政策のポイント

重要 4分野
○　IT革命の飛躍的推進
○ 　循環型社会の構築など環境問題への対応
○ 　活力と楽しみに満ちた未来社会を目指す高齢化対策
○ 　便利で住みやすい街づくりを目指す都市基盤整備

全体として事業規模11兆円程度の事業を、早急に実施。

等
生活基盤充実・防災 住宅金融対策中小企業等金融対策



＜具体的施策＞
― 日本新生プラン具体化等のための施策 ―

ＩＴ革命の飛躍的推進のための施策
　・ 公衆インターネット拠点の整備　　　・ＩＴ基礎技能講習
　・ 学内ＬＡＮの整備 ・電子政府実現へ向けた取組み
　・ 光ファイバー収容空間の整備 等　　　　

循環型社会の構築等環境問題への対応のための施策
　・廃棄物処理・リサイクル施設の整備
　・循環型社会構築のための技術開発 等　　　　

活力と楽しみに満ちた未来社会を目指す高齢化対応のための施策
　・ 公共空間のバリアフリー化　　　　　・介護サービス基盤の整備
　・ゲノム研究　　　　　　　　　　　　・企業年金制度の改革 等　　　　

便利で住みやすい街づくりを目指す都市基盤整備のための施策
　・渋滞ボトルネック重点的解消　　　　・電線類地中化
　・三大都市圏環状道路の重点的整備 等　　　　

教育・青少年健全育成対策の推進
　・育英奨学事業の充実　　　　　　　　・薬物乱用防止対策
　・保育施設の整備 等　　　　

生活基盤の充実・防災のための施策
　　生活基盤の充実
　　　・下水道、集落排水、地域高規格道路の整備 等　　　　
　　防災・災害復旧のための施策
　　　・ 有珠山噴火・三宅島火山活動及び新島・神津島近海地震、東海豪雨、  

鳥取県西部地震等の災害復旧 等　　　　
　　住宅金融対策
　　　・住宅金融公庫の融資枠の追加 等　　　　

― 産業新生のための事業環境整備 ―
ダイナミックな企業活動を支える企業法制等の整備

　企業法制の見直し
　　・ストックオプション制度の見直し　・商法の抜本的改正
　構造変化に対応した雇用システムの整備

創造的技術革新のための基盤整備
　　・国立大学の講座編成の柔軟化　　　・競争的研究資金の拡充 等　　　　　

中小企業対策
　中小企業等金融対策
　　・一般信用保証制度の拡充
　中小企業へのＩＴ対応支援 等　　　　

（
重
要
四
分
野
）
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金融システムの安全化・金融市場の活性化
　　・検査・監督体制の強化　　　　　　・金融システムの安全化
　　・ＣＰのペーパーレス化 等　　　　

債券流動化の促進

― その他 ―
税制

　 　税制については、平成13年度改正において、現下の経済情勢等を踏まえ、企業の組織再
編成に係わる税制、国民生活に資する税制等、真に有効かつ適切な措置について、検討を
行い、結論を得る。
　 　また、株式譲渡益課税について、これまでの経緯を踏まえ、株式市場の役割や株式市場
への影響、一般投資家の参加、公平な課税等の見地から、検討し、年度改正の中で早急に
結論を得る。

日本銀行による金融政策の適切かつ機動的な運営
　 　日本銀行に対して、金融・為替市場の動向も注視しつつ、豊富で弾力的な資金供給を行
うなど、引き続き適切かつ機動的に金融政策を運営するよう要請。

（出所 ）財政制度審議会総会（第 4回）、制度改革・歳出合理化特別部会及び財政構造改革特別
部会合同部会（第 4回） 平成12年11月10日配布資料（総会）資料 1（財政制度審議会「平
成12年度　財政制度審議会資料集（第 1分冊）」469-476ページ）。

　 8 -190　 「平成11年度歳入歳出の決算上の
剰余金の処理の特例に関する法律
案」について（平成11年度剰余金
特例法案）

平成12年11月
大蔵省

1．法律案の趣旨
　　本法律案は、平成12年度の一般会計補
正予算の編成にあたり、国債の追加発行
を極力抑制するとの観点から、平成11年
度歳入歳出の決算上の剰余金の処理につ
いての特例を講ずるものである。

2．法律案の概要
　　財政法第 6条第 1項においては、各年
度の歳入歳出の決算上の剰余金の 2分の
1を下らない金額を公債の償還財源に充

てなければならないこととされているが、
平成11年度の剰余金については、この規
定は適用しないこととする。

　　（参考）平成11年度決算上の剰余金
 10,403億円
3．法案の施行日
　　本法律案は、公布の日から施行するこ
ととしている。

（出所 ）財政制度審議会総会（第 4回）、制度
改革・歳出合理化特別部会及び財政構
造改革特別部会合同部会（第 4 回） 平
成12年11月10日配布資料（総会）資料
2（財政制度審議会「平成12年度　財
政制度審議会資料集（第 1 分冊）」477
ページ）。
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